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国際標準を担う人材育成について　‥‥‥
国際標準に携わる人材育成への取り組みが世界各国で始
まっている。我が国でも標準を戦略的に担う人材を育成し
ていかなければならない。
各国の宇宙輸送システム開発動向　‥‥‥
スペースシャトル退役がもたらす変化
米国･ロシア・欧州・中国の宇宙輸送システム開発競争に
伍して、我が国はスペースシャトル退役後の宇宙ステー
ションへの物資補給に注力すべきである。
ライフサイエンス分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縡関節疾患の軟骨破壊に重要な役割を果たすADAMTS-5酵素
情報通信分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縒チップ冷却技術開発における米国の新しい動き
環境分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縱船舶に対する大気汚染規制の開始
縟遺伝子組み換え植物による土壌浄化技術
ナノテク・材料分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縉電子デバイスの新たな道を拓くｎ型ダイヤモンド半導体の合成
エネルギー分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縋血液で発電するバイオ燃料電池の電極作成技術を開発
フロンティア分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縢広範な地球惑星関連分野を網羅する「日本地球惑星科学連合」発足
「数学の将来シナリオを考える」開催報告　 ‥‥
2005年 5月 10日に科学技術政策研究所は、社団法人
日本数学会と共催で、ワークショップ「数学の将来シナリ
オを考える」を開催した
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国際標準を担う人材育成について
　国際市場において、日本独自の標準に基づいた携帯電話機が苦戦を強いられ、また、アジア
諸国が日本の家電製品の輸入を禁止するなどという事態も発生している。世界市場で競争優位性
を確保する際の「国際標準」の重要性がいっそう増している。その一方で、多くの企業において
OJT（On the Job Training）による人材育成の行き詰まり感が見られ、国際標準に携わる人材の
育成が困難になっているのが現状である。このような状況の下、諸外国は国際標準を担う人材育
成を開始している。
　日本においても、「知的財産推進計画 2004」で標準化に関する人材育成の必要性が述べられて
いるなど、人材育成の必要性が認識されつつある。しかしながら我が国では、このような認識が
直ちに具体的な人材育成プログラムの実施にはつながっていないという問題がある。大学教育に
おいても、７大学に標準に関する専門科目があり、21 大学で講義中に標準が取り上げられている
ものの、国全体としては一貫した取り組みがなされておらず、ばらばらに教育が行われているの
が実情である。
　日本全体として、国際標準を担う人材育成のための一貫した取り組みを行うためには、まず育
成そのものについて議論すべき問題がある。それらは、①経済のグローバル化によって、標準の
重要性が高まったにもかかわらず、その認識が不足していること、②標準に関わる戦略には、企
業の戦略や財務、渉外など人材に求められる技能が多岐に渡ること、③標準の担当者が重んじら
れておらず、標準を扱う人材のキャリアパスが確立していないこと、④自分の組織を超えた枠組
みやルール作り、それも時間のかかる戦略的な活動をすることに対する評価や支援が日本におい
ては少ないこと、⑤過去の日本がそうしてきたように、決まってしまった標準を取り入れ、標準
に従うだけであれば高度な人材がそもそも不要であったこと、である。
　標準に関わる人材教育の対象には、標準の作成に直接関わる人々だけでなく、標準の使用者、
標準の維持制定に関わる政策担当者あるいは学識経験者、さらには、経営に標準化活動を活用し
ていく企業戦略担当者、といった様々な層の人々が含まれる。教育に際しては、それらの対象を、
一般層、標準を実務とする層、標準を戦略的に考える層というように分けて考える必要がある。
①一般層への教育とは、標準を利用する一般の人々や将来標準に関わる青少年に、標準が人類の
知的財産であり、今後とも改訂や制定のための努力が必要という基本的な理解を与えることであ
る。②標準を実務とする層へは、標準を策定し、標準を規定する文書を作成し、標準を実施する
などの実務を行うための教育が必要である。この教育は、従来は企業内でOJTとして行われて
きたものだが、現在の企業はOJTを行う余裕がなくなってきている。③標準に関わる戦略を担
う人材の育成には、標準に関する現状の把握及び将来動向の理解と、それらを踏まえたうえでよ
り望ましい状況を作り出す材料や方法論を教育することが必要である。
　日本における国際標準に関する人材育成を奨励していくためには、現状の延長ではなく、具体
的に目に見える形をもった「標準人材育成センター」ないし「標準戦略センター」の設立も有効
であろう。このようなセンターには、戦略人材育成の教育カリキュラム開発や情報の集約・発信
などの役割を担わせることが望ましい。また、当然ながら、産業界も含めて関連部門との連携が
必要となるほか、育成した人材を積極的な活用を推進する必要がある。
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各国の宇宙輸送システム開発動向
̶スペースシャトル退役がもたらす変化̶
　我が国の基幹的な宇宙輸送システムである宇宙航空研究開発機構（JAXA）のH‐ⅡAロケットは、
2005 年２月 26日の７号機の打上げに成功し、６号機の打上げ失敗以来１年余りの足踏み状態をよ
うやく脱した。また、米国航空宇宙局（NASA）の宇宙輸送システムであるスペースシャトルも空
中分解事故から２年余りを経て、打上げ再開が迫ってきた。しかしその間に米国は宇宙政策を変更
し、多額のコストを要するスペースシャトルを 10年以内に退役させる方針を明らかにした。
　本稿では、最初にスペースシャトル退役の動きを紹介し、ポストスペースシャトル時代の宇宙
輸送システムを①有人宇宙輸送システム、②国際宇宙ステーションへの物資補給、③使い切り型
打上げロケット、④月以遠の深宇宙探査、⑤再使用型宇宙輸送システム、の５つに大別して、現
時点で進行中の世界各国の開発・運用プロジェクトをトピック的に紹介し、世界的な開発競争の
中で、我が国は宇宙輸送システム関連の施策をどのように考えるべきかを検討する。
　まず、有人宇宙輸送システムでは、NASAは現在建設中の国際宇宙ステーション（ISS）の完成後、
月・火星などの有人探査を目指す計画であり、そのための新しい有人探査機「CEV」を開発しよ
うとしている。ロシアも「クリーペル」という新型の６人乗り宇宙船の開発を計画している。欧
州でも、フランスとドイツが有人宇宙船の開発を競い始めている。中国も独自の有人宇宙飛行計
画を着々と拡大しようとしている。
　次に、国際宇宙ステーションへの物資補給輸送では、我が国の国際宇宙ステーション物資補
給機（HTV）と欧州の自動輸送機（ATV）の開発が行われており、スペースシャトル退役後の
ISS への物資輸送を我が国が独自の技術で担う可能性が高まってきた。我が国は 2008 年に HTV
の技術実証機を打ち上げる計画であるが、欧州はそれに先立って 2006 年に ATV初号機打上げ
を予定している。
　一方、使い切り型ロケットによる衛星打上げでは、商業通信衛星の長寿命化などで打上げ需要が
毎年 20～ 30機と予想より少なくなっており、その中で有力な商業打上げ会社が受注を競っている。
米国は発展型使い切り型ロケットで２種類の重量級ロケットを開発してきた。アトラスⅤは性能を
下げて成功したが、デルタⅣはまだ完成の域に達していない。また、打上げ競争の新たな参入者と
して、陸地に射場を持たないシー・ロンチ社が後発でありながら静止衛星打上げで着々と実績をあ
げている。中国も長征５号系列という新しい打上げロケットの開発に着手していることが注目され
る。我が国では、H‐ⅡAロケットの民間移管により定常的な運用を確実に行うとともに、より大型
の衛星の打上げが可能なH‐ⅡA能力向上型ロケットを開発すべく検討が行われている。
　深宇宙探査では各国が月や火星へ探査機を打ち上げており、我が国でも小惑星の物質を採集し
て持ち帰る「サンプルリターン」という計画が進行中である。
　エネルギー危機に対応した、宇宙太陽光発電衛星（SSPS）は超大型の宇宙構造物であり、そ
の打上げを効率よく行うには、運用コストが安い再使用型宇宙輸送システムの実現が必須である。
再使用型宇宙輸送システムはこれまで各国とも失敗の連続でありながら、引き続き研究開発が行
われている。
　こうした各国の開発動向を踏まえて、我が国の宇宙輸送システムの今後の進め方として、①Ｈ
ＴＶの実用化、②使い切り型ロケット技術の保持と発展、③再使用型宇宙輸送システムの開発を
通じた基盤技術の育成、の３点を提案する。我が国ではH‐Ⅱ打上げ型宇宙往還機（HOPE）の
開発を凍結しているが、今後は小規模な繰り返し実証を通じて地に足のついた基盤技術の育成を
目指すべきである。
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　変形性関節症および関節リウマチは、軟骨が破壊されて関節機能に障害をきたす疾患である。軟骨の
破壊には、蛋白質分解酵素 ADAMTSに属する数種の酵素が関与するが、主原因の酵素は不明であっ
た。今回、米国Wyeth research 社の Glassonらは、ADAMTS‐5が関節障害の発症に重要な
役割を果たすことを明らかにし、2005 年 3月31日発行のNature 誌に発表した。Glassonらは、
ADAMTS‐5酵素の遺伝子を欠損しているマウスを作成し、このマウスの膝の靱帯を外科的に切除して
8週間経過後の軟骨の状態を観察した。その結果、別の酵素遺伝子（ADAMTS‐4）を欠損したマ
ウスの関節には摩耗が生じたが、ADAMTS‐5欠損マウスでは摩耗は生じなくなった。オーストラリア
のメルボルン大学のStantonらも、同じ号のNature 誌に ADAMTS-5が関節症の発症に重要な役割
を果たす可能性を報告した。これらは、関節疾患の予防や治療に対する薬物開発に重要な情報になると
考えられる。
 ライフサイエンス分野 TOPICS Life Science
トピックス1　関節疾患の軟骨破壊に重要な役割を果たすADAMTS‐5 酵素
　変形性関節症および関節リウマチは、プロテオ
グリカン（糖タンパク）やコラーゲンなどの関節
の構成要素が変性することにより軟骨が破壊され
て、関節機能に障害をきたす疾患である。どちら
も年齢とともに発症頻度が増加し、高齢者人口の
多い我が国では、変形性関節症は数百万人、関節
リウマチは 60万人以上が罹患していると想定され
ている。
　関節軟骨は主に２型コラーゲンと、軟骨に特有
の巨大なプロテオグリカンであるアグリカンから
構成される。炎症や荷重の増大により関節軟骨が
破壊され磨耗する際には、アグリカン分子の 373
番目のグルタミン酸と 374 番目のグルタミン酸の
間で分解が生じることが知られている。この部位
を分解する酵素としては、ADAMTS注に属する
メタロプロテアーゼであるADAMTS‐1、‐4、‐5、
‐8、‐9、‐15などが知られている。この内、特に
ADAMTS‐4と‐5の分解作用が強いが、どれが
軟骨の破壊に主原因な分子であるか明らかではな
かった。
　今回、米国マサチューセッツ州にあるバイオ
テクノロジー製品および医薬品開発企業である
Wyeth research 社の Glasson らは、ADAMTS‐5
が関節障害の発症に重要な役割を果たすことを明
らかにし、2005 年３月 31日発行のNature 誌に発
表した。
　Glasson らは、ADAMTS‐4 と‐5 の遺伝子を
欠損しているマウスを作成して、それらの酵素の
関節軟骨に対する機能を検討した。それによると、
膝の靱帯を外科的に切除した外傷性関節症モデル
では、手術から８週間後の観察で、遺伝子の正常
なマウスおよびADAMTS‐4欠損マウスの関節軟
骨に磨耗が示されたが、ADAMTS‐5欠損マウス
では摩耗は生じなくなった。また、関節軟骨を摘
出して培養し、炎症を誘導する生理活性物質であ
るインターロイキン‐1αで刺激すると、遺伝子が
正常のマウスでは関節の基質が破壊されてプロテ
オグリカンの溶出が示されたが、ADAMTS‐5欠
損マウスの内、遺伝子型がヘテロ型（２対の遺伝
子の半分が欠損している）のマウスでは部分的な
破壊が観察され、ホモ型（２対の遺伝子の両方が
欠損している）のマウスでは破壊はほとんど示さ
れなくなった。
　ADAMTS‐5が炎症による軟骨破壊の主原因で
あるという結果は、オーストラリアのメルボルン
大学のStanton らからも同じ号のNature 誌に報告
されている。Stanton らも、ADAMTS遺伝子欠損
マウスを作成し、ADAMTS‐5の関節炎への関与
を調べるために、牛血清アルブミンの膝関節内へ
の注射による関節炎モデルマウスを用いて実験を
行った。
　これらの荷重の異常や炎症による関節軟骨の破
壊において、ADAMTS‐5が中心的な役割を果た
しているという強い証拠は、変形性関節症などの
関節疾患の予防や治療に対する薬物の開発に重要
な情報になると考えられる。
参考： Nature, vol. 434, p.644‐648および p.648-654
（2005）
  産業医科大学 医学部 教授　中村利孝氏のご投稿
より
① ADAMTS（a disintegrin and metalloproteinase with 
thrombospondin-like repeat）：ディスインテグリン領域、
メタロプロテアーゼ領域、I型トロンボスポンジンモチーフ
をもつ蛋白分解酵素。
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　2005 年 3月、 米国のパデュー大学で開催された「Workshop on Electrothermal Co-Design 
of Future Electronics」で、パデュー大学をはじめとした8大学の研究者が共同で、最先端 LSIチッ
プの冷却問題に対応した新技術開発に特化したセンターの構築を提案した。チップの性能向上が発熱量
の増大を招くため、今後10～15 年で発熱が高性能チップ実現の大きな障壁になりうるとしている。将
来の LSIチップは、冷却素子も統合された多層構造の三次元チップになると予想されるため、開発当初
から回路や素子の設計者と冷却システムの開発者が協調することの必要性が訴えられている。8大学か
らの専門家で構成される予定のセンターの役割としては、①省電力素子の開発と設計による発熱の抑制、
②新冷却技術、③設計自動化ソフトウエアなどの研究開発などが挙げられている。本センター構想は現
在NSFに申請中であり、2006 年 6月からの運営を目指している。
 情報通信分野 TOPICS Information & Communication
トピックス 2　チップ冷却技術開発における米国の新しい動き
　LSI（大規模集積回路、以降チップという）は、
トランジスタ（Tr）や配線の微細化によって集
積度と性能の向上を続けてきた。国際半導体テク
ノロジ・ロードマップ（ITRS）によると、高性
能MPU/ASIC（マイクロプロセッサ／特定用途向
け集積回路）の集積度と動作周波数は、2010 年の
45nmノード（ノード：最小配線ピッチの 1/2）で
は 20 億Tr で 15GHz、2016 年の 22nmノードでは
88億Trで 40GHzにもなると予想されている。こ
うしたTr数や動作周波数の増加は消費電力の増加
をもたらし、チップの発熱問題も顕在化する。過
度の発熱は、チップの性能低下をもたらすととも
に、繊細な回路の破壊などの問題を引き起こす。
現在のチップ冷却法は、ファンやヒートシンクを
組み合わせたものとなっているが、ITRSでは、ヒ
ートシンクの冷却能力で対応できるチップの最大
許容発熱量は、高々約200W程度と予測されている。
今後のLSI 開発で、発熱問題は大きな障壁となっ
てきており、その対策が急務である。
　2005 年３月に米国のパデュー（Purdue）大学で
「Workshop on Electrothermal Co‐Design of Future 
Electronics」が開催された。将来のチップ冷却の課
題と挑戦すべき項目の明確化をテーマにしたこの
ワークショップには、インテル社、IBM社、HP
社、ソニー譁等約 25の会社、DARPA等の政府機
関および大学からの専門家が参加した。ワークシ
ョップの中で、パデュー大学をはじめとした８大
学（Purdue 大、Albany大、Minnesota 大、カルフォ
ルニア大Santa Cruz、同Santa Barbara、テキサス大
El Paso、Puerto Rico大、Alabama A&M大）の研究
者は共同で、最先端のコンピュータチップが今後
10～ 15年に直面すると想定される冷却問題に対応
するための新技術開発に特化したセンター構築を
提案した。ここでは、回路や素子の設計者と冷却
システムの開発者がチップ開発当初から協調して
設計することの必要性が訴えられている。現状で
は回路や素子の開発後に冷却部分の開発が行われ
ているが、今後は協調設計で革新的な冷却素子を
チップ内に盛り込むことが可能になるとしている。
　将来のコンピュータのマイクロプロセッサで
は、二次元のチップ形状は少なくなり、回路、素
子そして小さな冷却素子が統合された多層構造の
三次元立方体（cube）形状が多数を占めると想定
されている。その cubeは、冷却液を循環するマイ
クロチャネルや、人間の毛髪の半分程の幅で可動
部を持たずに動く solid-state refrigerator 等も構成
要素としており、提案者らは、これを ICE-cubed
（3‐D integrally cooled electronics）と呼んでいる。
　本センターの活動は、①省電力素子の開発や設
計への注力による発熱の抑制、②新冷却技術の開
発、③複雑な多層構造の ICE‐cubed プロセッサ
開発に向けた多様なコンポーネントの最適配置を
支援する設計自動化ソフトウエアの開発などを目
指すもので、具体的には、小型熱センサ、電力供
給システム技術、多様な冷却素子、冷却液を循環
するための微小ポンプ、チップの発熱を利用した
発電などが検討項目として挙げられている。また、
本センターは、８大学からの専門家で構成される
予定であり、学生の教育、大学・企業間の人材交
流も意識している。
　本センター構想は、現在、NSF（National 
Science Foundation）に申請中であり、ファンドが
通れば2006年６月からの運営を目指す。
参考文献：http://news.uns.purdue.edu/html4ever/2005/050415.Garimella.chipctr.html（2005. 4. 15）
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　2005 年 5月19日、「海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律」の改正が施行され、我が国初
の船舶に関する大気汚染防止規制が開始された。この規制は、全世界の船舶からの大気汚染防止を目的
とした、MARPOL73/78 条約の1997年議定書の発効に伴うものである。日本国内の窒素酸化物、
硫黄酸化物の総排出量のうち、船舶からの排出量が占める割合はそれぞれ33％、21%と報告されてお
り、今回の規制はこれらの削減に向けて大きな意義がある。規制内容は、船舶からの窒素酸化物、硫黄
酸化物はもとより、揮発性有機化合物、オゾン層破壊物質（ハロン等）および船舶での焼却物質の制
限を対象としている。また、総トン数400トン以上の全ての船舶には定期検査が義務付けられることに
なった。本規制の開始により、船舶による大気汚染に歯止めがかけられることになる。
 環境分野 TOPICS Environmental Science
トピックス 3　船舶に対する大気汚染規制の開始
　2005年５月 19日、我が国において船舶に対して
は初めての大気汚染防止規制が施行された。世界
を航行する船舶に関する規制は、自国籍船にのみ
規制を行っても大きな効果は期待できない。その
ため、1997年、全世界の窒素酸化物（NOx）､硫黄
酸化物（SOx）の対策として、船舶による汚染防止
のための国際条約に関する議定書（MARPOL73/78
条約）に「大気汚染防止のための規則（附属書Ⅵ）」
を追加する 97年議定書が採択された。この議定書
は、締約国が 15カ国以上、締約国の商船船腹量が
総トン数で世界全体の 50％以上に達した場合に発
効するという条件があり、議定書の採択から７年
後の 2004 年５月 18日、サモアが 15番目の批准国
となったことで発効条件を満たした。なお、日本
は 2005 年２月 16日に批准した。今回、日本で施
行される規制は、この議定書の発効（2005 年５月
19日）に伴ったものである。
　全世界の船舶から排出されるNOxと SOxの量
は、世界の総排出量に対して、それぞれ13％、６％
と見積もられている。また、日本国内における船
舶からの排出量比率はNOx：33％、SOx：21％と
報告（注１）されており、船舶による大気汚染の影響
は小さいとはいえない状態である。今回の船舶に
対する大気汚染規制は、環境施策として大きな意
義がある。
　日本で施行された「海洋汚染及び海上災害の防
止に関する法律」の改正の規制内容は、船舶から
のNOx、SOxはもとより、揮発性有機化合物（VOC）、
オゾン層破壊物質（ハロン等）および船舶での焼
却物質を対象としている。また、総トン数 400 ト
ン以上の全ての船舶は定期検査が義務付けられ
る。初回検査は、新船については完工時に、現存
船は 2005 年５月 19日以降に予定されている最初
の定期的入渠検査の完了日までに受検する必要が
ある（ただし、2008 年５月 19 日を超えてはなら
ない）。国際航海に従事する船舶に対して、検査の
適合性が確認されれば、有効期限５年の国際大気
汚染防止証書（IAPP：International Air Pollution 
Prevention）が交付され、国際航行が可能となる。
また、議定書に批准していない国の船舶が日本へ
入港する際にも、規制値の適合性が確認できる検
査証明書が要求され、検査証明書を所持していな
い船舶に対しては、次回入港までに準備すること
が勧告される。本規制が開始されることにより、
船舶からの大気汚染に歯止めがかけられることに
なる。
規制対象 発生源 規制内容
窒素酸化物
（NOx）
エンジン
排出基準適合エンジンに発給さ
れる国際大気汚染防止原動機証
書（EIAPP：Engine International Air 
Pollution Prevention）が交付されたエ
ンジンを搭載しなければならない。
（定格出力が 130kWを超えるディー
ゼルエンジンが対象。ただし非常用
専用ディーゼルエンジンを除く）
硫黄酸化物
（SOx）
エンジン
（燃料油）
使用燃料の硫黄分濃度は、硫黄酸化
物排出規制海域においては1.5％以下、
それ以外の海域においては4.5％以下
のものを使用しなければならない。
揮発性有機
化合物（VOC）
液体貨物
規制実施港湾を利用するタンカーに
対して蒸気収集装置搭載を義務付け
ている。
オゾン層破壊
物質（ハロン等）
消火器、
冷凍機等
排出の禁止。新規搭載の禁止。
船内発生廃物
の焼却ガス
焼却炉
焼却物質の制限。技術基準に適合す
る焼却炉の使用。
規制概要
（注１）シップ・アンド・オーシャン財団「船舶排ガスの地球環境への影響と防止技術の調査研究報告書」（1999）
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　植物の代謝機能を利用して環境汚染物質を吸収または無害化させることをファイトレメディエーション
（phytoremediation）と言い、土壌汚染処理技術のひとつとして注目されて多くの企業や大学で研究
が進められ、土壌汚染対策ビジネスの市場も拡大している。
　最近、カリフォルニア大学バークレー校の植物微生物学の研究グループが、カラシナの一種に遺伝子
操作を施すことで、毒性を持つ重金属のセレンを吸収する能力が、野性のものに比べて430% 向上し
た結果が得られたと発表した。
　ファイトレメディエーションは環境負荷が小さく低コストであり、浄化が可能な物質は水銀、鉛、カド
ミウム、亜鉛などの重金属、ウランその他の放射性物質、環境ホルモンなど多岐にわたることから、多
くの企業や大学で研究が進められている。
 環境分野 TOPICS Environmental Science
トピックス 4　遺伝子組み換え植物による土壌浄化技術
　植物の代謝機能を利用して環境汚染物質を吸収
または分解させることをファイトレメディエーシ
ョン（phytoremediation）と言い、土壌汚染処理
技術のひとつとして注目されている。この技術は
物理・化学的環境修復に比べて、コスト及び環境
負荷の点で効果的であると期待されている。現在、
重金属を内部に吸収蓄積する植物として 400 種類
が知られており、これらの植物の一部はすでに産
業で実用化されているものもあるが課題も多い。
これまで米国の大学を中心に研究が実施されてい
るが、日本でも 2003 年２月に土壌汚染対策法が施
行されたことから、大学を始め建設業界や電力業
界などでも研究が行われている。重金属などに対
する土壌汚染対策のビジネスは、市場規模はまだ
小さいものの確実に成長し続けており、米国では
1998 年には 2,000 万ドル程度だったものが、2005
年までには３億ドル前後、我が国でも８億円にま
で拡大すると試算されている。
　以前から、シロイヌナズナ（Arabidopsis thaliana）
の遺伝子を組み換え、土壌から砒素を吸収して葉
に貯える能力を向上させる研究や、シダの１種が
砒素を効率的に吸収するという研究成果がジョー
ジア大学やフロリダ大学の研究グループから発表
されている。最近、カリフォルニア大学バークレ
ー校の植物微生物学の研究グループは、カラシナ
の一種に遺伝子操作を施すことで、毒性を持つ重
金属のセレンを吸収する能力が、野性のものに比
べて 430％向上した結果が得られたと発表した。実
験に用いたセイヨウカラシナは、成長が速く、汚
染された土壌にもともと耐性を持つが、遺伝子操
作を施すことによって、通常より多くの汚染物質
を体内に蓄積しても枯れないセイヨウカラシナを
作り、セレンを無害な形に変える能力を向上させ
た。セレンは人間にとっても必須の元素とされて
はいるが、摂取過多になると中毒を引き起こすた
め、土壌からは除去しなければならない。
　また、米APGEN社は、あるバクテリアの遺伝
子をポプラの一種に注入し、汚染された土壌から
水銀を吸収して害の少ない形に変えて大気中に放
出する能力を持たせる研究を進めている。
　ファイトレメディエーションは時間がかかると
いう欠点を有するが、浄化過程において環境負荷
が小さく低コストである。浄化が可能な物質は水
銀、鉛、カドミウム、亜鉛などの重金属、ウラン
その他の放射性物質、環境ホルモンなど多岐にわ
たることから、多くの企業や大学で研究が進めら
れている。
ファイトレメディエーションに活用される植物の機能
出典：電中研報告u00022「植物による環境修復盧」吉原利一ら（2000）
より引用
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　ダイヤモンドは、電子デバイスに応用された場合、電力制御、高周波特性、紫外線発光などで優れた性能
が期待されている。電子デバイスを構成するには、電荷状態の異なるｐ（positive）型とｎ（negative）
型の結晶を合成することが必須である。ダイヤモンド半導体に関しては、ｐ型半導体は合成可能であった
が、実用的なｎ型半導体の合成が得られていなかった。
　2005 年 5月9日、Z産業技術総合研究所は、マイクロ波プラズマ化学気相合成法によって世界で初
めて実用的なｎ型のダイヤモンド半導体の合成に成功したと発表した。このダイヤモンド半導体を用いて
p-n 接合による紫外線発光素子を試作し、波長 235nmの紫外線発光にも成功した。これまで原子レベ
ルの平坦化が期待できる結晶面での n型半導体膜の合成は極めて困難と考えられてきたことから、今回
の成功はダイヤモンド半導体デバイス実用化への大きな前進と考えられる。この研究開発は、Z新エネル
ギー・産業技術総合開発機構委託事業とZ科学技術振興機構戦略的創造研究推進事業の支援を受けて
いる。
 ナノテク・材料分野 TOPICS NanoTechnology & Materials
トピックス 5　電子デバイスの新たな道を拓くｎ型ダイヤモンド半導体の合成
　ダイヤモンドは弾性率や熱伝導率が大きいこと、
広い光透過波長帯を持つこと、化学的に安定であ
ること、絶縁耐圧が高いこと、またワイドギャッ
プ半導体として電子デバイスに応用された場合、
電力制御、高周波特性、紫外線発光などで優れた
性能が期待できることなど数々の魅力的な性質を
持っている。例えばパワー素子としてはその原理
的な性能指数がシリコン半導体の 15,000 倍とも見
積もられており、発光素子としては紫外線発光デ
バイスの実現も期待されている。
　電子デバイスを構成するには、電荷状態の異な
る p（positive）型と n（negative）型の結晶を合成
することが必須である。ｐ型ダイヤモンド半導体
については、従来から結晶面の方位に制約される
ことなく合成が可能であった。一方、ｎ型につい
ては、膜の平坦化が困難なため使いにくい（111）
面の合成は可能であったが、より実用的な（001）
面はリンなどの添加元素が入り込みにくいため、
半導体化が不可能と考えられてきた。
　このたび、C産業技術総合研究所ダイヤモンド
研究センターの山崎聡総括研究員らは、マイクロ
波プラズマ化学気相合成法により、実用的な（001）
面のｎ型ダイヤモンド半導体を合成することに世
界で初めて成功した（2005 年５月９日発表）。合
成した膜は、ホール効果の温度変化の測定により、
ｎ型ダイヤモンド半導体であることが確認され、
また、この技術を使って良好なP‐N接合を形成し、
波長 235nmの紫外線発光にも成功した。
　ダイヤモンド膜の合成は、結晶品質がシリコン
半導体と同程度であること、表面が原子レベルで
平坦であること、リンなどのドーピング原子が均
一に入り込んでいること、などの条件が同時に満
たさなければならない。今回の（001）面のｎ型半
導体合成は、①リン原子の取り込みは合成速度に
強く依存し、合成速度を速めることで取り込み率
を上げることができること、②リン原子の不活性
化をもたらす合成時の表面欠陥は合成速度が速ま
ると増加する傾向にあること、等を考慮し、かつ、
③合成時の気相中のリン濃度を極めて高くするこ
とにより成功した。
　今回合成したダイヤモンド膜では、まだ、結晶
欠陥やリン以外の不純物の混入などによるリン原
子の不活性化が起こっていると考えられ、今後の
課題としては、これらを改善し、さらにキャリヤ
濃度、移動度を向上させ、性能を高めていくこと
が必要である。
　この研究開発は、C新エネルギー・産業技術
総合開発機構委託事業ナノテクノロジープログラ
ム／次世代情報通信システム用ナノデバイス・材
料技術「ダイヤモンド極限機能プロジェクト（平
成 15～ 17年度）」、C科学技術振興機構戦略的創
造研究推進事業（CRESTタイプ）「新しい物理現
象や動作原理に基づくナノデバイス・システムの
創製／高密度励起子状態を利用したダイヤモンド
紫外線ナノデバイスの開発（平成 13～ 18 年度）」
の支援を受けて行なわれたものである。
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　燃料電池の開発が世界的に進む中、水素ではなく、血液中の糖分（グルコース）を使って発電する新
しい小型燃料電池の基礎技術を、東北大学大学院工学研究科と第一化学薬品譁の研究グループが開発し
た。分子シミュレーション技術を用いて、分解酵素反応を効率よく電極反応に連携させるメディエータ
の分子設計を行うとともに、炭素電極への生体触媒塗布技術を開発して体内物質に近いビタミンK3を
電極表面に膜として固定した。牛の血清を血液に見立てた基礎実験を行った結果、1円玉サイズの電極
で約0.2mW相当の電力を発生させることができた。
　今後は、電池の寿命や生体への適合性を向上させ、体内埋め込み型医療用具の電源などへの応用を目指
していく。将来的には、糖尿病患者の体内に埋め込んで使う次世代血糖値センサーの電源や心臓ペース
メーカーの電源としての利用が期待できる。燃料電池の医用デバイスへの新しい展開として注目される。
 エネルギー分野 TOPICS Energy
トピックス 6　血液で発電するバイオ燃料電池の電極作成技術を開発
　燃料電池の開発が世界的に進む中、東北大学工
学系大学院と第一化学薬品譁の研究グループは、
血液中の糖分を使って発電する新しい小型燃料電
池の基礎技術を開発した。一般に、燃料電池は水
素から電子を取り出して発電する仕組みであるが、
東北大学らのグループは、体内埋め込み型医療用
具の電源などを想定して、水素の代わりに血液中
の糖分を利用する燃料電池を検討してきた。
　今回開発した電池は、血液中の糖分（グルコース）
を水素の代わりに使って、酸素と反応させて発電
する仕組みになっている。糖分から電子を取り出
す分解酵素（生体触媒、図中のDp、GDH）をうま
く働かせるために、体内物質に近いビタミンK3な
どを利用した。これらは、分解酵素から電極への
電子の移動を仲介する役割を担うもので、メディ
エータ（図中のMox、Mred）と呼ばれる。上記の
研究グループは、まず、分子レベルのシミュレー
ション技術を用いて、分解酵素反応を効率よく電
極反応に連携させるメディエータの分子設計を行
った。それとともに、分解酵素とメディエータを
炭素電極へ塗布する技術を開発した。分解酵素と
メディエータは、電極表面のポリマー膜内に固定
され、分解酵素が糖分から電子を取り出すときに
電流が流れる。牛の血清を血液に見立てた基礎実
験を行った結果、１円玉サイズの電極で約 0.2mW
相当の電力を発生させることができた。
　生体触媒を用いたバイオ燃料電池は、温和な生
理的環境下でも駆動可能である。本研究開発は、
体内埋め込み型医療用具の電源などへの応用を目
指しており、そのためには今後、電池の寿命や生
体への適合性を向上させる技術開発が必要である。
関連技術が十分に進歩すれば、例えば、糖尿病患
者の体内に埋め込んで使う次世代血糖値センサー
の電源や心臓ペースメーカーの電源として適用で
きる可能性がある。燃料電池の医用デバイスへの
新しい展開として注目される。
バイオ燃料電池の原理
Dp、GDH：分解酵素、Mox：メディエータの酸化体、
Mred：メディエータの還元体（メディエータは分解酵素と
電極をつなぐ物質で、ここではビタミンK3）
東北大学大学院工学研究科バイオロボティクス専攻：西沢・
阿部研究室ホームページ：http://www.biomems.mech.tohoku.
ac.jp/research_enzyme_devices.html より
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　2005 年 5月22～26日、地球環境や惑星探査などに関する地球惑星関連学会 2005 年合同大
会が開催され、特に地震関連の発表が大幅に増加し、口頭発表の1/3近くを占めた。
　また、この合同大会の開催期間中に、地球物理学・地質学・鉱物学・地理学など広範な地球惑星科
学分野に関連する24 学会（延べ総会員数 3万 7,000 名）から成る「日本地球惑星科学連合」の設
立が発表された。この連合組織は同分野の対外的な窓口組織として位置づけられ、今後は国や一般社会
に対して、科学者の意見を集約した形での提言や情報発信を行なっていくことが期待されている。日本
学術会議との連携強化、初等・中等教育における理科教育への対応、一般市民を対象とした教育・啓蒙・
アウトリーチ等の活動も行われる予定である。
　連合設立は、2005 年10月に予定されている日本学術会議の改革に対応するものであり、学協会に
所属する科学者の意見を俯瞰的に集約して政策提言を行おうとする動きを先取りしたものと言える。地球
惑星科学の研究者からの声が政策に反映されやすくなることが期待される。
 フロンティア分野 TOPICS Frontier
トピックス 7　広範な地球惑星関連分野を網羅する「日本地球惑星科学連合」発足
　2005年５月 22日から 26日まで千葉市･幕張メッ
セ国際会議場において地球惑星関連学会 2005 年合
同大会が開催され、口頭発表 1,300 件以上、ポスタ
ーセッション 900 件以上の参加があった。地球環
境や惑星探査など多数のセッションが同時進行す
る中で、地震関係の発表が昨年より大幅に増加し、
口頭発表件数で約 400 件と３分の１近くを占めた
ことが注目される。これは、中越地震、スマトラ
地震、福岡地震など、最近連続して巨大地震が発
生したことも大きな要因であるが、地球惑星科学
に関連する分野の中で、測位学・地質学・火山学・
海洋学・水文学・地球電磁気学など地震学に隣接
する領域の研究者が地震に関係する発表を多数行
っていることにもよる。このように、地震のテー
マだけを見ても幅広い議論が行われていることが
この大会の特徴である。
　この期間中に同会場において、地球惑星科学
関連学会のユニオンとなる「日本地球惑星科学連
合」（代表＝浜野洋三・東京大学教授）の設立が発
表された。これまで、地球惑星科学の研究者は専
門的な学会に分かれて個別に活動を行っていたた
め、他の分野の大規模な学会と比較して、科学技
術政策への提言、社会への情報発信、理科教育問
題への対応などが効果的にできないという傾向が
あった。地球惑星科学関連学会の学会長の間では、
2005年 10月に予定されている日本学術会議の改革
に合わせて、地球惑星科学分野の窓口組織を一本
化する必要性が認識され、昨年から検討を重ねた
結果、今回、連合設立が合意されたものである。
　発足時の加盟学会数は 24 で、延べ会員数は
37,000 人であるが、現在加盟を検討中の学会も複数
あり、今後さらに増える見通しである。
　連合は、これまで合同大会運営を通じて築いて
きた連携の基盤に立ち、地球惑星科学コミュニテ
ィーの運営と意見集約を行う。具体的には、地球
惑星科学に関わる国際学協会との連携及び国際プ
ロジェクトへの対応、地球惑星科学に関わる年次
研究発表集会の開催及び国際会議等の企画・開催、
ニュースレター誌の発行、などの活動を行う。ま
た、対外的な情報発信の活動としては、日本学術
会議や総合科学技術会議に対する政策提言、初等・
中等教育における理科教育に関する提言、報道機
関に対する広報活動、インターネットを用いた地
球惑星科学の啓蒙普及活動、一般向けの公開講演
会の開催、出前授業やマルチメディア授業の実施、
などの活動も検討されている。
　このような地球惑星科学関連学会の積極的な動
きは、日本学術会議の改革に呼応しており、学協
会に所属する科学者の意見を俯瞰的に集約して政
策提言を行おうとする動きを先取りしたものと言
える。地球惑星科学の研究者からの声が政策に反
映されやすくなることが期待される。
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　「国際標準（international standards）」①
という言葉は、誰もがどこかで
聞く言葉だが、それが具体的に何
を指すかと言うことについては、
各人各様の解釈がある。例えば、
ISO ネジに代表されるような機械
部品の形状などを思い浮かべる人
がいるかもしれない。あるいは、
ISO9000 という品質管理プロセス
に関するマネジメント標準を考え
る人もあるだろう。ISO9000 は、
具体的な工業製品に関するもので
はなく、広くサービスまで含めて
事業体（役所など、公共的なもの
も含めて）における品質保証への
取り組みのプロセス（手続き）を
規定している。商取引に用いられ
ている交換文書の形式、最近では、
ebXML のような電子的交換形式
の標準もある。さらには、材料に
ついての標準もある26）。本稿では、
これらすべてを取りまとめて、国
際標準あるいは単に標準と呼ぶ②。
　本稿では、JABEE などのよう
なカリキュラム標準は直接には扱
わないことにする。理由の第１は、
それらが産業標準の場での議論に
なっていないからである。第２の
理由は、JABEE などの高等教育
に関しては、カリキュラム標準そ
れ自体を別途十分に論じるだけの
必要性があると思うからである。
ただし、もちろん国際標準を担う
人材教育をカリキュラム標準へ組
み入れることを考慮する必要はあ
り、本稿でもその例は紹介する。
　さて、国際標準は、1906 年の
IEC（International Electrotechnical 
Commission）創立から数えて、少
なくとも百年弱の歴史があり、現
在では、標準を支配すれば産業を
支配できると言われるほど重要性
が認識されている１）。このような
歴史があるにもかかわらず、現時
点で、国際標準を担う人材育成と
いう主題を改めて取り上げるのに
は、３つの理由がある。
　第１に、経済および産業のグロ
ーバリゼーションが挙げられる。
すなわち製品が全世界を対象にし
て、全世界で作られるようになっ
ており、その中で国際標準の重要
性が増している。すなわち、世界
市場での競争優位性確保という点
で、国際標準が非常に重要になっ
ている２，25）。端的には、WTO（世
界貿易機関）の「貿易の技術的障
害に関する協定（TBT 協定）」３）
に見られるように、国際標準が国
内標準に優先するようになってき
ている。携帯電話機の市場で、日
本企業は国内標準の PDC（国内
のデジタル無線通信方式）に長期
間対応してきたため、現在、苦戦
を強いられている。これに反して、
欧州から発した GSM（100 ヶ国以
科学技術動向研究
国際標準を担う
人材育成について
黒川　利明
客員研究官
① International Standard(s)
　国際標準。国際規格という訳語もある。国際的な標準化団体
（Standard Development Organization）が定めた標準をいう。
代表的な標準化団体には、ISO、IEC、ITUがある。ITUは国際
連合の下部機関だが、ISOや IECは、非政府の非営利団体である。
これらは、構成要員が世界中の国または地域を代表し、国際的
な合意のための手続きを備えており、正当な（de jure）標準を
作成する。国際的に通用しているものであっても、de facto 標
準、もしくは、団体標準（コンソーシアム標準とかフォーラム
標準と呼ばれることもある。）は、こういう国際的な正規の手
続きを取っておらず、そのために、de jure 標準と区別される。
ただし、団体標準が国際標準化団体の所定の手続きを経て、de 
jure 標準になることがある。
② standard
　一般用語としての基準、規範、尺度という意味ではなく、国
家ないしは団体が定めたものを特に「標準」と呼ぶ。“standard”
の訳語には「規格」が宛てられることもある（例えば、平凡社
の世界大百科）。一部の辞書では、「標準規格」という訳もある（例
えば、プログレッシブ英和中辞典）。一般に、標準は、関係者の
合意によって定められるもので、関係者の選定に始まり、その
合意のための手続きが定められている。ただし、そういう手続
きを経ないで、広く行き渡っているという意味での「事実上の
標準 (de facto standard)」もある。
■用語説明■
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上で利用されているデジタル無線
通信方式）は世界に普及し、欧米・
アジア企業に有利な状況になっ
てきている。アジア諸国における
TBT 協定遵守の動きは、極端な
例としては、国際標準でない日本
の二槽式電気洗濯機の輸入禁止と
いうような事態まで招いた４，26）。
　理由の第２には、日本国内の企
業における人材育成の場の変化、
すなわち、従来の OJT（On the 
Job Training）による人材育成の
行き詰まり感がある。人材の専門
化と短期的な利益指向のために、
標準に携わる人材を長期的に育成
することが多くの企業で困難とな
っている。人材育成に注目が集ま
るのは、標準の位置づけが変化し
ているためでもある。経済と産業
のグローバル化は、企業の販売や
調達だけでなく、技術開発にお
いても新しい側面をもたらした。
国際標準が確立することによっ
て、製品やサービスの対象が全世
界の顧客に広がり、大量生産によ
る利点を享受できるようになる一
方で、技術開発段階から国際標準
への配慮が必要になっている。特
許などの知的財産においても言わ
れていることであるが、個別の製
品あるいは部品開発の都度に標準
化をどうするか検討するのではな
く、企業体の将来像や目標を含め
た大きな戦略の中で、世界を視野
に置いた標準化への取り組みを適
切に位置づけておいて、その枠組
みの中で個別の研究開発や販売調
達で標準をどう扱うか決定する必
要がある５）。
　第３の理由は、社会的見地に
おける変化である。例えば、アク
セシビリティに関する標準のよう
に、現行の法制度を補完するソフ
ト･ロー③として、さらには、諸外
国との不必要な摩擦を避け、社
会的な負担を引き下げるという
ようなことも標準に期待できる
ようになってきた。日本だけで
なく欧米においても、標準に関
する人材育成の問題と対策が大き
く取り上げられるようになったの
は、ごく最近の話である６）。標準
の新しい位置づけに伴う人材不足
は、日本だけでなく世界的な規模
で生じている。
　標準のレベルには様々なものが
あり、例えば、社内標準から始ま
って、業界標準、国内標準、EU
などの地域標準、さらに、ISO や
IEC などの国際標準までいろいろ
とある。本稿で扱うのは、グロー
バリゼーションの必要性と言う背
景から、あるいは、日本がどちら
かと言うと苦手としているという
側面からも、国際標準である。し
かし、人材教育の内容は、社内標
準等に携わる人材にも関わってく
る。なぜならば、内部標準をより
広い外部の標準とどう関連させる
かは、常に問われる課題の１つだ
からである。
2   諸外国における標準を担う人材育成 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
２‐１
北米での動き
盧米国での動き
　米国における産業標準は民間
主導であり、それが他の諸国と
の大きな違いであると言われてき
た。これは、米国における諸政策
が民間からの提案及び議会の主導
によって決定されてきたというこ
とを考えれば、米国における他の
政策上の活動とむしろ合致してい
る。標準の活動のみが特に民間主
導であるというわけではない。米
国商務省及び国立標準技術研究所
（National Institute of Standards 
and Technology：略称 NIST）の
活動、ならびに、軍部における軍
用標準（MIL）への関与などを考
えれば、米国内でも、産業の標準
化は国の関与が大きい活動と言え
る。歴史的にも、米国における標
準は、政府の働きかけ及び戦時体
制に対する軍部の要請によって普
及してきたという歴史がある７）。
　2004 年５月に発行された米国
商務省の「結果を出すための標
準及び競争」８）という報告では、
2003 年３月から商務長官 Donald 
Evans が主導した標準の推進活動
（Standards Initiative）をさらに推
し進めるために、新たに４つの政
策と２つの長期的戦略が述べられ
ている。その長期的戦略の１つが、
科学技術及び経営の両学部におい
て、標準に関するカリキュラムを
拡充することとなっている。もう
１つは、新技術の研究開発におい
て大学とパートナー関係を樹立
し、新技術開発の初期段階から標
準に対する影響力を行使すること
③ soft law
　訳語は未だ無く、そのまま「ソフト・ロー」と使われている。これは、国家による
強制力がなく、自主的に遵守されることによって実現されるルール ( 規範）をさす。
ただし、企業や個人の恣意に委ねられたものではなく、遵守することによる利益享
受、遵守しないことによる経済的不利益、社会的批判がある。標準、行動規範 ( コー
ド )、自主規制などがその例としてあげられる。遵守しないと刑罰や行政処分を科さ
れる法律である hard law( ハード・ロー ) と対比してこう呼ばれる 22）。“Voluntary 
Codes”という呼び名もある 24）。また、道路運送車両法、建築基準法、電気用品安全法、
食品衛生法などは、標準をハード・ローの中で用いているため、単純に標準＝ソフト・
ローとは言えない。
■用語説明■
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である。そのような米国の大学に
おける産業標準に対する活動の代
表例としては、首都ワシントンに
あるカソリック大学（The Catholic 
University of America）の世界標
準研究センター（The Center for 
Global Standard Analysis）があり、
これは 1999 年から活動している。
ここでの受講者は法学もしくは工
学の履修者となっており、文理融
合の事例ともなっている。卒業者
は、企業、標準化団体、米国特許
庁を含む政府機関、及び法律事務
所に採用されている９）。
　しかしながら、同センターから
出されている2004年３月付けの調
査報告 10）によれば、米国の工学系
大学において、標準に関する講義
を行っているのは、上記カソリッ
ク大学、コロラド大学ボールダー
校（2004年９月からはコース廃止）、
メリーランド大学の３大学に過ぎ
ない。ビジネススクールにおいて
は、過去に標準に関する講義が提
案されたことはあるが、実際には
採用されていないと言う 11）。
盪カナダでの動き
　カナダにおいては、カナダ規格協会
（Canadian Standards Association：
CSA）及びカナダ標準局（Standard 
Council of Canada：SCC）が中心と
なり、カナダ標準戦略（Canadian 
Standards Strategy：CSS）の 中
の重要戦略の一環として、人材
教育を取り上げている。2004 年
１月に CSA と SCC は、カナダ
技術者教育認定機構（Canadian 
Engineering Accreditation Board：
CEAB）の政策委員会（Policies 
and Procedures Committee）に、学
部カリキュラムの検討を行うこと
を提案し、受け入れられた。その
内容は、①標準を技術系のカリキ
ュラムに取り込むための要件、②
標準に関する情報へのアクセス、
③大学教官の標準への関与、の３
項目からなる。さらに、SCC の
2005 年から 2008 年にかけてのカ
ナダ標準戦略の更新版では、標準
研究センター（Canadian Center 
for Standardization Research） の
設置が検討されている 12）。重
点大学としては、University of 
図表１　標準に関連したコースのある欧州の大学
国 大学 主目的（教育/研究） コース分類（文系 /理工系）
ドイツ
Technical University of Aachen, Computer Science Dept., Informatik IV 研究 理工系
Dresden University of Technology, Department of Economics 部分教育･研究 文系
University Erlangen-Nürnberg Faculty of Law and Technics 研究 文理融合
J.W. Goethe University Chair of Economics, esp. Information Systems 専攻教育･研究 文系
Universität der Bundeswehr Hamburg Department of Standardization and Technical 
Drawing 
専攻教育･研究 理工系
University of Hamburg, Institute of SocioEconomics (IAW) 専攻教育･研究 文系
Fraunhofer Institute, Systems and Innovation Research 研究 文系
ギリシャ
Aristotel University of Thessaloniki, Union of Hellenic Scientists for Protypation and 
Standardization 
部分教育･研究 理工系
リトアニア
Kaunas University of Technology, Economics and Management Faculty 部分教育･研究 文系
Klaipeda University, Marine Technology Faculty 部分教育 理工系
マルタ University of Malta, Faculty of Mechanical and Electrical Engineering 部分教育･研究 理工系
スウェー デン Stockholm School of Economics, Center for Organisational Research (SCORE) 研究 文系
オランダ
Delft University of Technology, Faculty of Technology, Policy and Management 専攻教育･研究 MoT
TNO Institute for Strategy, Technology and Policy Studies, Information and 
Communication Technology Policy 
研究 文系
Eindhoven University of Technology, Faculty of Technology Management 専攻教育･研究 MoT
Erasmus University of Rotterdam Management of Technology and Innovation 専攻教育･研究 MoT
英国
University of Sussex, Science and Technology Policy Research 研究 MoT
University of Edinburgh Research Centre for Social Sciences/Technology Studies Unit 研究 文系
Queen Mary Intellectual Property Research Institute, Centre for Commercial Law 
Studies, Queen Mary, University of London
部分教育 文系
University of Manchester, Manchester Business School 部分教育･研究 文系
「部分教育」とは専門教育の中で部分的に標準についても教えるもの。「専攻教育」とは標準に関する教育の専用コースがあるもの。
このほか、EURAS（The European Academy for Standardization）という学会が、ハンブルグを本部に 1993 年に設立されている 14)。さらに、次
項で述べるように、アジアの大学と協働してカリキュラムを作ろうとするAsia Link Project もある。
ウェブ上の情報 13）をもとに科学技術動向研究センターで翻訳作成
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Western Ontario、University of 
Ontario、Queens University、
University of Waterloo が 挙 げ ら
れている。また、CSAにおいては、
メンバーの教育プログラムを 1998
年から独自に実施しており、2004
年８月現在で伸べ 1,300 人を超え
るメンバーが受講している。
２‐２
欧州での動き
　 欧 州 委 員 会（The European 
Commission）の企業総局（Enterprise 
and Industry DG）では、標準化活
動を重要な政策の１つとして捉え
ている。歴史的に見ても、商行為
を含めて、複数の国にまたがった
標準化のための活動は、まず欧州
において始まった。複数の言語や
制度の中で、共通の標準をどうす
るかという問題は、欧州で最初に
取り上げられ、それが南北アメリ
カ、アジア、アフリカを含めた世
界に拡大されてきた。
　欧州委員会企業総局の標準化活
動支援の一環として、大学とのネ
ットワーク作りがある。大学との
ネットワークに関する専用のウェ
ブサイトが作られており 13）、この
ウェブサイトには、標準に関連し
たコースのある欧州の 20 大学が
挙げられている。それらを図表１
に示す。このようなネットワーク
構築の目的としては、①大学での
意識向上、②大学及びその他機関
との協働促進、③情報交換、及び
④知識及びアイデアの交換普及が
挙げられている。
２‐３
アジアでの動き
　経済発展途上にあるアジア諸国
においては、工業標準が産業政策
の重要な柱の１つとして認められ
ている。2003 年に北京で開かれた
「中日韓第２回東北亜標準協力セ
ミナー」においては、三国間の協
力覚書の第６番目の項目に、標準
化人材育成計画が含められ 15）、欧
米の大学との共同研究の動きも始
まった。さらに、2004 年 12 月に
東京で開かれた日中韓第３回東北
亜標準協力セミナーでは、韓国か
ら「2004 年度には、理工系大学で
標準化ゼミを 11 大学で実施した。
2005 年度については 30 大学が応
募している。対象は、大学 2 年生
から 4 年生。標準を専門とする教
授が居ないので、企業や研究所の
標準に関する担当者からなるチー
ム編成での講義を行っている。さ
らに、高校生を対象とした標準
教育を検討中。これには、高校教
師に対する標準のための教育も学
校が休暇中に行う予定である」と
いう口頭発表があった。このセミ
ナーの終了後に取り交わされた協
大学 取り組み（理工系 /全学）
KOREA University 理工系
Catholic university of DAEGU 理工系
DAEBUL University 全学
PAICHAI University 全学
SILLA University 全学
YONSEI University 理工系
WONKWANG University 理工系
CHUNG-ANG University 理工系
HANSHIN University 理工系
HANYANG University 理工系
Catholic Sangji College 理工系
KANGWON National University 理工系
KUNKUK University 理工系
Gyeongju University 全学
Kyung Hee University 全学
KWANGWOON University 理工系
FAR EAST University 理工系
Kumoh National Institute of Technology 理工系
NAMSEOUL University 理工系
Dongduk Women’s University 全学
DONG-EUI University 全学
Seokyeong University 全学
SEOUL National University of Technology 理工系
SEOUL Women’s University 理工系
Sungkyunkwan University 全学
SoonChunHyang University 理工系
Ajou University 理工系
Youngsan university 理工系
Chonbuk National University 全学
JEONJU University 全学
Chungju National University 理工系
Korea Maritime University 理工系
HONGIK University 理工系
図表２　韓国の標準に関する教育の実施大学
資料 17）に基づいて科学技術動向研究センターで一部翻訳
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3   日本における標準を担う人材育成の現状 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
力覚書では、第 3 項・標準化育成
計画として、「三国は、中国から
この項目について提案があったこ
と、また今回のセミナーに於いて
韓国から理工系の大学教育等の実
例が紹介されたことを認識し、引
き続き一般的および個別のプロジ
ェクト毎の情報及び資料の交換と
相互に標準専門家人材の育成協力
を行なうこととを再確認した。中
国標準化協会が引き続き秘書業務
を担う」と述べられている 16）。特
に韓国では、韓国規格協会（Korean 
Standard Association）の民間標準
チーム（Private Sector Standards 
Team）が標準に関する教育を推
進している。2005 年度には、図表
２にある 33 大学で標準に関する
コースが設けられただけでなく、
Future Society and Standards と
いう共通の教科書を編纂し用いて
いる。大学院でのコースは現在計
画中とのことである 17）。この韓国
での活動は、欧米からも注目され
ている 18）。
　 ま た、欧 州 の 大 学（Helmut-
Schmidt-University、University of the 
Federal Armed Forces - Hamburg、
Erasmus University Rotterdam）
と、中国（中国計量学院）、イン
ド ネ シ ア（Institute of Technology 
Bandung）、スリランカ（University 
of Moratuwa）及びベトナム（National 
Economics University）の各大学と
が共同して、標準に関する教育
のためのカリキュラムを 2006 年
に完成させようと言う Asia Link 
Project がある 19）。このプロジェ
クトは、すでにカリキュラム内
容の概要を定めて、これから教
材を詰めようとしている段階であ
る。この作業には、EU の標準推
進団体である CEN、CENELEC、
ETSI、各国政府の標準担当、ISO
事務局などが協力しており、2006
年のカリキュラム完成を目指して
いる 20）。
　日本国内においても、標準を担
う人材育成の重要性は認識されて
きている。例えば、2004 年５月
27 日に知的財産戦略本部が発表
した「知的財産推進計画2004」21）では、
標準化に関する人材育成の必要性
が以下のように述べられている」
に次のように述べられている。
「第３章　活用分野の第２項　国
際標準化活動を支援する」
盧 戦略的国際標準化活動を強化
する
３） 標準化に関する人材育成のた
めの環境整備を進める
　大学その他の教育機関等におい
て、標準化に関する人材育成が促
進されるための環境整備を 2004
年度も引き続き進める。これを
通じて、例えば、特に大学に対し
て、ビジネスに直結する標準化に
関する人材の育成、既存の知的財
産専門家コース、技術経営（MOT）
コース等においては、標準化に関
する教育の提供等が行われるよう
その自主的な取組を奨励する（総
合科学技術会議、総務省、文部科
学省、経済産業省、関係府省）」。
　しかしながら、このような認
識が直ちに具体的な人材育成プロ
グラムの実施につながっているわ
けではないのが日本での問題であ
る。例えば、ここで挙げられてい
る関係府省での活動が具体的にど
うなっているか、どのようにそれ
を評価していくかが、まだ協議さ
れていない。前項の日中韓覚書の
ように、中国や韓国が積極的に取
り組んで実績をあげているのと比
較すると、日本の取り組みは具体
策が何も述べられておらず、実質
的な活動は低いと判断されてもや
むを得ない。
　そもそも日本では、標準に関す
る大学教育の実情についてのデー
タも揃っていない。そこで、科学
技術動向研究センターの専門家ネ
ットワークを用いたアンケートを
行い、合わせてインターネット等
での情報収集を行い、日本国内に
おける大学の状況を調べた結果が
図表３である。これらをまとめる
と、①実施中の大学：実践女子大
学、千葉大学、東京農工大学、東
洋大学、奈良先端大学院大学、近
畿大学、北陸先端科学技術大学院
大学、②過去に実施した大学：早
稲田大学、広島大学、③予定中の
大学：御茶ノ水大学、山形大学で
あり、さらにそれ以外の多くの大
学においても様々なコースの中で
産業標準が取り上げられている。
　図表３の大学数だけを見れば、
日本は米国と欧州との間に位置す
ると言える。しかしながら、米国
でのようなセンターもなく、欧州
のように広く知られているという
わけでもない。さらに、過去に実
施して中止された場合もある。全
体として、一貫した取り組みがな
されておらず、ばらばらに行われ
ているのが現状である。
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図表３　日本における大学での標準に関する教育の実施状況
大学 実施状況 対象学部あるいは学科科目
麻布大学 獣医学部、環境保健学部
大阪大学 共通科目、「新しい物質の化学」
御茶の水女子大学 実施予定
金沢工業大学 技術倫理
関西学院大学 大学院総合政策研究科「技術移転論」
吉備国際大学 政策マネジメント学部　知的財産マネジメント学科
近畿大学 実施中 システム工学科、国際標準政策論
九州大学 農学部、土壌関係、食品関係の分析方法、大学院医学研究院「知的財産の保護」
神戸大学 海事科学部では、国際条約に基づく海洋汚染防止、海技資格制度等に関連する授業科目
静岡県立大学大学院 経営
静岡大学 情報学部、コンピュータネットワーク
静岡理工科大学 「電子部品工学」
実践女子大学 実施中 生活科学部食生活科学科、食品に係る国内及び国際標準
千葉大学 実施中 国際交流科目、国際標準
東海大学 工学部、特許戦略
東京大学 工学部（安全評価）、農学部食品科学「JAS」
東京海洋大学
海洋工学部流通情報工学科、「インターモーダル輸送論」「在庫管理論」「流通情報システム設計
論」；海洋科学部海洋食品科学科、JAS；「食品流通の安全管理専門技術者養成コース」で検討中
東京工業大学 電子機能システム　科学技術特論
東京農工大学 実施中 専門職大学院、「工業技術標準」「標準化戦略論」
東京理科大学 総合科学技術経営研究科　知的財産戦略専攻
東洋大学 実施中 経営学研究科
長岡技術科学大学 機械安全工学
名古屋工業大学 ながれ領域
名古屋大学 大学院環境学
奈良先端科学技術大学院大学 実施中 学際領域特論
日本大学 生物化学資源部
一橋大学 大学院商学研究科、商学部、大学院法学研究科
広島大学 過去に実施
北陸先端科学技術大学院大学 実施中 技術標準化論
早稲田大学 過去に実施 経営、競争戦略論
山形大学 実施予定
横浜国立大学 工学部電子情報工学科、「電気法規・施設管理」
実施状況の空欄のものは、対象学部あるいは学科科目の講義内で標準についても教えられている、という状況を示す。
科学技術動向研究センターで作成
4   標準を担う人材育成における問題点 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　標準を担う人材育成の議論で
は、次のような問題点を議論する
必要がある。
　まず、本稿の「１. はじめに」
で述べたように、近年、標準を担
う人材育成が注目されている理由
は標準化の位置づけが変化して
きているためであるにもかかわ
らず、そのような変化が認識され
ていないことが問題点の第１とな
る。①経済のグローバル化によっ
て製品やサービスの対象が全世界
の顧客に広がり技術開発段階で、
標準への配慮が必要になったこ
と、②将来像や目標を含めた大き
な戦略の中で、世界を視野に置い
た標準化への取り組みを適切に位
置づける必要が生じたこと、③社
科 学 技 術 動 向　2005年 6月号
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会的には、現行の法制度を補完す
るソフト・ローとして標準が使わ
れることなどというふうに、標準
の位置づけそのものが変化してき
たこと 22）を、多くの人々に正し
く認識してもらう必要があるこの
点は、知財や CSR（企業の社会的
責任）などに関する人材育成など
とおそらくは同様の議論になる。
　第 2 の議論の焦点は、標準を担
う人材とは、そもそもどのような
技能を持つ人材を指すのかという
点にある。従来、例えばプログラ
ミング言語の標準に関わる人材と
は、コンパイラ技術の専門家のこ
とであり、言語標準の仕様を検討
し、自社のコンパイラをどう作れ
ばよいか考えるのがその役割だっ
た。しかし、現在必要とされるプ
ログラミング言語の標準を担う人
材とは、プログラミング言語の設
計段階で、その用途や動作環境、
開発環境等を考え、標準化による
市場の拡大確保による利益と標準
化のために必要なコストを見積も
り、標準化作業に協力してくれる
団体や企業のめぼしをつけ、さら
には関連する知財についての処理
を考えることができる人材でなく
てはならない。標準に関する人材
に要求される能力は、CSR のよう
なマネジメント標準の場合なら、
企業の経営戦略から財務、渉外と
非常に広範囲なものになる。しか
し、技術標準の場合でも、プログ
ラミング言語の例で述べたように
広範囲の問題を扱えなければなら
ない。すなわち、これらの人材に
は、技術分野だけでなく法律や管
理の業務、さらには、外国語によ
る交渉力まで要求される。そのよ
うな多方面の技能を備えたスーパ
ーマンのような人材は標準に関わ
らずあらゆる分野でニーズがある
と思われるが、その中でも標準に
関わる人材として本質的な技能は
何なのかを明確化していく必要が
ある。
　第３は人材育成に常に付きまと
う問題だが、キャリアパスの問題
である。少なくとも日本国内の組
織では、標準が重要とみなされて
いる業界においてすら、標準の担
当者は重んじられていないと言う
傾向が見られる。現在及び過去の
人材に対する処遇の仕方、さらに
は現在及び過去の人材が自分たち
をどう位置づけてきたかという結
果によるものであるため、急激に
変化することは望めない。しかし、
基本的には、組織体、すなわち
企業や国家等において、標準をど
う位置づけるか、そして、そのた
めの人材をどう処遇するか、とい
う問題をどの程度重要と考えるか
という第１の議論に帰着する。こ
のことは、第４に、そもそも、国
際標準のような自分の所属する組
織の範囲を超えた大きな枠組みや
そこでのルール作り、それも時間
のかかる戦略的な活動をすること
に対する評価や支援が、日本にお
いては少なかったことが挙げられ
る 23）。そのため、そういう人材の
キャリアパスがないのではないか
という上記の第３の懸念にもつな
がる。極端な意見は、これらすべ
ての原因を日本人の国民性に帰着
させるものだが、それでは何も生
み出せない。時間のかかる戦略的
な視点の導入とその活用は、標準
に限らず他の分野でも必要である。
　第５に、組織が標準に対してど
のような立場をとるかという選択
の問題がある。これは、第１の問
題点とも重なる部分があるが、標
準においては、過去の日本がそう
してきたように、決まってしまっ
た標準を取り入れ、従うだけでよ
いと言う選択肢がありうる。国際
標準を必要とする国際企業は、標
準に関する人材を必ずしも日本で
調達する必要はない。また、未だ
直接は国際標準を必要としない国
内企業は、標準に関する人材を必
要としていない。そのときには、
以下に論じるような人材育成な
ど不要となる。この問題点につい
ては、さらに若干の補足が必要で
あろう。例えば、独創的な技術の
開発では、他人がその技術を受け
入れるかどうかを気にする必要は
ない（もちろん、その技術の普及
のためには、標準を含めて広く受
け入れられるようにしなければな
らない）。一方、標準においては、
大多数がその標準を受け入れて従
わない限りは、標準を作成した効
果が発揮されない。したがって、
標準の策定は、独創的な技術開発
とは異なる意味での困難を伴い、
これはまた、標準における「偉人」
が見つかりにくいと言うことにも
つながるだろう。すなわち、標準
の策定は、個人ではなく、チーム
で作業することが基本となる。こ
こで、標準を担う人材育成は、そ
の役割がリーダーであるのか、そ
れとも従うだけであるのか、によ
って育成コストが大きく変動す
る。これはとりもなおさず、組織
が標準に対してどのような立場を
とるかという選択の問題になる。
　残念ながら、上に示した５つ
の問題に対して、世界共通の解答
を見い出すことはできない。例え
ば、第３のキャリアパスの問題は、
日本の組織運営や人事の問題に関
わるため、簡単に解決できる性格
のものではない。一方、欧米では
専門職が様々な場で存在している
から、標準の専門家やコンサルタ
ントが素直に受け入れられる素地
があり、日本とは逆に OJT で現
場から標準の専門家を育てるとい
う発想も必要ない。また、人材育
成は、畢竟「国家百年の大業」で
あるから、即効を求めることもで
きない。あらゆる事柄が大きく変
動する現代において、100 年後の
「国家の柱石」を育てるにはどう
すればよいかについて、意見の一
致など求めるだけ無駄だろう。こ
のような状況で取りうる１つの方
策は、様々な人がそれぞれの考え
で、次代を担う人材の開発に努め
ていくことしかないだろう。本稿
科 学 技 術 動 向　2005年 6月号
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5   人材の層に応じた教育内容の検討 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
では、このような問題点を前提と
して、そのうえでなお、標準に関
する人材開発を具体的に支援する
ために出来うることを提案してい
きたい。次項では、教育カリキュ
ラムについての検討を行うが、こ
のような教育カリキュラムの整備
は、これから標準に関する人材育
成を積極的に進めていこうとする
国々、例えば中国などでも検討さ
れていることである。
５‐１
人材の層に応じた
教育の必要性
　標準に関わる人材教育の対象に
は、標準の作成に直接関わる人々
だけでなく、一般大衆を含めた標
準の使用者、標準の維持制定に関
わる政策担当者あるいは学識経験
者、さらには、経営に標準化活動
を活用していく企業戦略担当者、
といった様々な層の人々が含ま
れる。これらのあらゆる層の人々
を対象にしようとすれば、教育の
内容は、標準を規定する文書の作
成・配布に関わる技術、会議運営
を含めた標準の作成過程に関わる
技術、各技術分野の研究開発、知
的資産の取り扱い、法律や制度、
さらには、企業などの経営におけ
る標準の取り組み方、といった多
岐に渡る内容が必要となってしま
う。実際には、人材の層や種類に
応じた教育内容を検討していかね
ばならない。その種類分けには、
大学での文系、理系という分類に
応じた、経営層と技術層という分
け方もあるが、ここでは、一般層、
標準を実務とする層、標準を戦略
的に考える層という分け方を用い
ることにする。このように分けて
検討する理由には次の３つが挙げ
られる。まず第１に、欧米やアジ
ア諸外国と比して特に日本に欠け
ているのは標準に関する戦略を担
う人材だから、そういう戦略を担
う人材の教育を他の層と区分けし
て考えるべきである。第２に、特
に戦略的な部分では、従来の文
系・理系という区分けは有効では
ない。また、第３に、前述したよ
うに日本で従来行われていた OJT
による標準の実務者の養成が行き
詰っているためである。
５‐２
一般教育
　どのような分野においても、裾
野としての一般教育は重要であ
る。標準に関する一般教育の対象
は、標準を利用する普通の人々だ
が、将来、標準に関わる青少年も
含まれる。
　諸外国で現在、標準に関する一
般教育に積極的に取り組もうとし
ているのは、高校段階でのコース
を 2006 年度から取り入れようと
している韓国だけである。しかし、
今後は、他の多くの国でも取り組
まれていくものと思われる。こ
の一般教育においては、標準の
常識的な知識だけでなく、標準
が人類の知的資産であり、今後
とも改訂や制定のための努力が
必要なものだという基本的な理解
が望ましい。
５‐３
標準に関する実務教育
　標準に関する実務教育とは、具
体的に標準を策定し、標準を規定
する文書を作成し、標準を実施す
るなどの実務を行うための教育で
ある。すでに述べたように、従来
の標準に関する実務教育は、企業
などでOJTとして行われてきた。
しかし、現在、多くの企業内では
OJTを行うだけの余裕がなくなっ
てきている。一方で、世界的な競
争激化という環境変化を考えれば、
効果的に標準実務を行うには、専
門教育を受けた人材が必要になる。
　標準に関する実務教育を受け
た人の活躍する分野は、主とし
て、研究開発や商品開発などで
あろう。実務の中には、標準に関
する戦略との関わりもあり、実務
と戦略との両方を兼ねる人もい
るだろう。
　実務の基本は、世界に通用する
交渉力であり、それは、論理と手
続きをどれだけ自分たちが守り、
周りの人に守らせるかである。基
礎的な部分としては、次のような
項目が必要だろう。
蘆論理的な思考と発表力
蘆交渉における手続き的な処理
蘆 技術英語及び会議・交渉での英
語力
蘆 自分の主張を関係者に納得させ
る技術
　さらに、具体的な標準の策定に
当たっては、次のような内容が必
要となる。
蘆 標準団体に特有のマネジメント
の理解
蘆 特定分野に関わる標準団体につ
いての理解
蘆 競合企業、関連企業との標準作
成における競合及び協力を進め
る力
蘆 日本では、JIS 作成のための用
語や手続きの理解、及び JIS 作
成作業のためのツール類の学習
科 学 技 術 動 向　2005年 6月号
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５‐４
標準を戦略的に
考える層への教育
　ここでいう教育の対象となる層
は、標準の実務経験者と他の分野
の戦略担当経験者との２種類に大
別できる（標準も戦略もまったく
扱った経験のない層への教育は、
難しいだろう）。標準を戦略的に
考えるように教育された人々の活
躍する場は、広くは、国家あるい
は地域レベルでの標準のための戦
略とその施策、業界や産業団体で
の標準のための戦略、企業経営で
の標準に関する戦略が必要な場か
ら、もう少し実務に近い、知的財
産戦略の枠内での標準に関する戦
略、商品開発での標準に関する戦
略が必要な場まで様々である。
　目標吟味、実施施策、施策評価
などと言った一般的な教育部分を
除けば、標準のための戦略的な教
育とは、標準に関する現状の把握
及び将来動向の理解と、現状と動
向を踏まえた上で、望ましい状況
を作り出すという解決策を作り出
すための材料や方法論、さらには
それらの実技の習得ということに
なるだろう。ここで言うような教
育においては、技術面の習得や適
合性確認など一部を除いて、ほと
んどの場合、対象の社会的側面が
強いため、実験というものを行な
うことができない。その代わりに、
実際には、戦略の事例研究が学習
上の大きな役割を果たすだろう。
　また、理解すべき現状及び動向
の対象としては、標準の作成団体、
標準に関する国家戦略、ソフト・
ロー、ハード・ローを含め法規範
としての標準、世界市場での標準、
知的財産戦略との関連、研究開発
戦略との関連、商品開発戦略との
関連、標準を策定するコストと効
果、独自標準（内部標準）のリス
クと効果などが挙げられる。
　しかし、どのような対象を想定
する場合においても、標準に関す
る戦略を日本の教育で行ううえで
最も重要なことは、標準が他から
与えられるものではなく、自分た
ちで作り出す、あるいは、変えて
いくものだという基本認識を教育
することである。この認識が無け
れば、どの標準を選ぶか、あるい
は、いつ受容するかという判断だ
けで終わってしまう。
6   終わりに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　標準に対する戦略は、科学技術
の出口での知的資産管理という側
面から、特許戦略などと同じよう
に、科学技術振興に必須の課題で
ある。標準については、グローバ
リゼーションに伴う市場の変化だ
けでなく、法制度に関わる面でも、
以前より格段に重要な位置を占め
るようになっている。この問題意
識を持って本稿では、国際標準を
担う人材教育について、世界及び
日本の現状を紹介し、標準に対す
る人材教育における問題点を指摘
した。さらに、人材教育の内容を、
一般層、標準の実務層、標準を戦
略的に考える層という３つの層に
分けて論じた。
　標準そのものももちろんである
が、標準に関する人材育成も、戦
略的に取り組む必要がある。歴史
的に見たときに、日本のこれまで
の取り組みは、個別の標準問題へ
の対処に追われて、戦略的な取り
組みという面ではアジア諸国にも
遅れをとっていたのではなかろう
か。アジアにおいては、韓国に代
表されるような新興工業国が標準
の戦略的価値に着目して、国家主
導で人材育成に注力している。欧
米諸国のなかで米国は、大学での
標準に関する人材育成が遅れてお
り、日本同様に企業内での OJT
による人材育成にも陰りが見えて
いる。しかし、米国ではその間隙
をコンソーシアムの活発な活動や
フォーラムなど NPO による標準
化活動と各種コンサルタントが埋
めている。
　日本においても、標準に関す
る人材育成は「知的財産推進計画
2004」などで奨励され、図表３に
示したように、大学での標準に関
する授業が行われている。しかし
ながら、国として人材教育を推進
する担当者が不明確であり、実態
の把握も行われておらず、各大学
での講義内容もまちまちである。
つまり、日本では、標準に関する
問題意識が具体的な人材育成プロ
グラムの実施にはつながっていな
い。結果として、標準の戦略的活
動に携わる専門家は相変わらず不
足しており、実務担当者について
も後継者が育たないという問題を
抱えている。
　このような問題を解決するに
は、現状の延長ではなく、具体的
に目に見える形をもった「標準人
材育成センター」のようなものの
設立も有効だろう。特に、日本が
これから必要とする標準に関する
戦略の人材育成に焦点を当てるに
は、「標準戦略センター」のよう
な名称の方がふさわしいかもしれ
ない。その役割は、例えば次のよ
うなものである。
蘆 戦略人材育成の教育内容の開発
蘆 どのような層の人に対してどの
ような教育が提供されているか
という情報の集約
蘆 標準に関する各種事例のデータ
ベース
蘆 標準を担う人材のキャリアパス
開発
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蘆 これらの情報の積極的発信
　上記の問題を解決して人材の積
極的な活用を進めていくには、当
然ながら、産業界を含めて関連す
る多くの部門との連携も必須であ
り、また、育成した人材を積極的
な活用を推進する必要がある。
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1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　2005 年２月 26日、国土交通省
は運輸多目的衛星新１号（MTSAT
‐1R）をＨ‐ⅡＡロケット７号機に
より打ち上げた。宇宙航空研究
開発機構（JAXA）が開発した
Ｈ‐ⅡＡロケットは、2003年 11月
の６号機打上げ失敗以降、１年３
ヶ月に亘り足踏みを余儀なくされ
ていたが、MTSAT‐1Rの静止ト
ランスファ軌道（GTO）への投入
成功を足掛かりにして再出発する
ことになる。
　一方、米国の宇宙輸送システム
もスペースシャトル・コロンビア
号の空中分解事故により運用中断
が続いていたが、2005 年７月に
打上げ再開を予定しており、よう
やく復活の途についたところであ
る。しかし、その間の米国の宇宙
政策の変化により、今後 10年以
内にスペースシャトル退役という
事態を迎える見通しである。
　本稿では、最初にスペースシャ
トル退役への動きを紹介し、これ
を受けたポストスペースシャトル
時代の宇宙輸送システムを、①有
人宇宙輸送システム、②国際宇宙
ステーションへの物資補給、③使
い切り型打上げロケット、④月以
遠の深宇宙探査、⑤再使用型宇宙
輸送システム、の５つに大別し、
現時点で進行中の世界各国の開
発・運用プロジェクトをトピック
的に紹介する。
　最後に、このような世界的な開
発競争の中で、我が国は宇宙輸送
システム関連の施策をどのように
考えるべきかを検討したい。
科学技術動向研究
各国の宇宙輸送システム開発動向
̶スペースシャトル退役がもたらす変化̶
辻野　照久
総括ユニット
2   スペースシャトル退役の動き 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　スペースシャトルは 1980 年に
コロンビア号の打上げで華々しく
運用が開始された。スペースシャ
トルは正式名称を「宇宙輸送シス
テム」（STS）といい、帰還して
くる機体を「オービタ」という。
オービタは合計５機製造された。
これまでの飛行回数は 100回以上
に及んでいる。
　米国航空宇宙局（NASA）は、
文字通りあらゆる宇宙輸送を行う
ためのシステムとしてスペースシ
ャトルを開発した。そのコンセプ
トは、人と貨物を同時に宇宙へ輸
送し、何回でも再使用ができ、着
陸後１ヶ月程度でまた飛行できる
というものであった。当初は４機
のスペースシャトルで年間数十回
の打上げを目指していた。
　しかし、実際に運用が始まって
みると、たちまちこの計画は挫折
した。再突入の際に耐熱タイルが
甚だしく損傷し、その修復に時間
がかかるため、１ヶ月程度での再
打上げは到底できなかった。また、
繰り返し運用の考慮が十分でなか
ったことから、コストは当初予想
したより２ケタ近く高くなってし
まった。最近では年間 40億ドル
で８機の打上げがせいぜいであっ
た。１機 100億円から 200億円程
度で打上げができる使い切り型ロ
ケットに全く及ばないコストであ
ったため、衛星打上げ専用のミッ
ションは 1992 年以降行われてい
ない。
　スペースシャトルはこれまで
に２回の重大事故を起こし、オ
ービタ２機が失われた。1986 年
１月 28 日、チャレンジャー号は
打上げ直後に固体ロケットブース
タ（SRB）のＯリングの隙間から
燃焼ガスが噴き出し、これが発端
になって液体推進薬が隙間から爆
発して、７名の搭乗員の生命を失
ったことは米国の宇宙開発にとっ
て大きな打撃であった。打上げ再
開は 1988 年９月で、再開準備に
２年８ヶ月を要した。チャレンジ
ャー号の代替オービタとして製造
されたエンデバー号は、1992年５
月に初飛行を行った。2003年２月
１日、今度は米国テキサス州の上
空で着陸を目前にしたコロンビア
号が空中分解し、搭乗員７名が死
亡した。原因は左翼前縁の強化炭
素複合材（RCC）パネルが打上げ
科 学 技 術 動 向　2005年 6月号
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時に外部タンクから落下した断熱
材で一部破損し、その部分から再
突入時に機体内部に高温の空気が
侵入したことによるとされる。事
故の調査及び今後の対策がまとま
り、2005年７月から打上げが再開
されることになった。
　米国･欧州・日本・ロシア・カ
ナダが国際的に協力して建設を
進めている国際宇宙ステーション
（ISS）計画では、構成要素（モジ
ュールやトラスなど）はスペース
シャトルとロシアのプロトンロケ
ットで打ち上げられることになっ
ている。このうち、日本や欧州の
実験モジュールはスペースシャト
ルでなければ打上げができない。
このため、米国は、ISSが完成す
るまでは国際約束を果たすために
どうしてもスペースシャトルを運
航させておく必要がある。しかし、
ISS完成後はなるべく早期にスペ
ースシャトルを退役させ、搭乗員
輸送と物資輸送を分離して、より
効率的な新しい宇宙輸送システム
に移行しようとしている。
３‐１
米国の有人探査機（CEV）
　NASAは、スペースシャトル
退役に先立ち、地球低軌道飛行か
ら火星の有人探査まで可能にする
有人宇宙輸送システムとして、有
人探査機（CEV）を新たに開発
することを計画している。当初
は、2014 年までにCEVによる有
人実証飛行を達成し、2015年から
2020年までの間に有人月探査を実
施するという目標を設定していた
が、その後、NASAのグリフィン
長官は飛行実証を 2010 年に前倒
ししたい意向を示している。
　2005 年３月、NASAは CEVの
開発を 2005年９月から 2008年 12
月までの期間に実施すべく、提
案要請書（RFP）を発出した。こ
れに対し、５月２日の締切日ま
でに２つのグループから応募があ
った。ロッキード・マーチン社が
主導するコンソーシアムは６人乗
り・有翼型の構想を提案した。一
方、ボーイング社はノースロップ・
グラマン社や欧州のアレニア・ス
パツィオ社などと連合して、３つ
のモジュールが宇宙でドッキング
する方式を提案した。NASAは今
後これらの提案を審査し、2005年
９月には契約相手方が決まる予定
である。
３‐２
ロシアの新型
有人宇宙船開発動向
　2004 年 11 月、ソユーズ有人
宇宙船などを製造・運用してい
るロシアの RKKエネルギア社
は、KIS 試験基地において次世
代の有人宇宙船「クリーペル」
（КЛИПЕР）の原寸大模型を公開
した。この模型は、2005年６月に
パリで開催される航空ショーでも
展示される予定である。現用のソ
ユーズ宇宙船（３人乗り）の基本
3   有人宇宙輸送システムの開発動向 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表１　リフティングボディ型クリーペルの断面図１）
原図© Anotly Zak
繰り返し使用されるスペースシャトルの固体ロケットブ
ースタ（SRB）
　SRBは燃焼を終えて分離投下された後、海上から回収され、
鉄製の構造であるため推進剤を再度充填して再使用することが
できる。一方、我が国のＨ‐ⅡＡロケットのSRB‐Ａはフィラ
メント・ワインディング（FW）で形成された構造体の中に推進
剤を充填しており、燃焼後は構造体の強度が大幅に低下するた
め、再度使用することはできない。
オゾン層に影響を与えるSRBの酸化剤
　SRB の推進剤は、燃料と酸化剤の原料をミキサで混合し
て成形･凝固させて製造する。この酸化剤は成分に過塩素酸塩
（perchlorate）を含むため、SRBの排出物がオゾン層を破壊す
るという報告もある。2005年 2月、米国環境保護庁（EPA）は、
過塩素酸塩の公式な参照用量を 0.0007mg/ 体重 kg/ 日に設
定した。
■用語説明■
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的な構造･仕様は 40年前の１号機
とほとんど変わりがなく、宇宙飛
行士にとって船内は狭く乗り心地
の悪いものであったが、これに代
わるクリーペルはスペースシャト
ル退役後の搭乗員輸送の主役とな
る可能性がある。
　クリーペルのコンフィギュレー
ションはこれまでに２通りが発表
されており、図表１はそのうちリ
フティングボディ型の機体の断面
図である。搭乗員は６名（３名×
２列）で、ISSの搭乗員を６名輸
送できるだけでなく、２名の搭
乗員で４名の宇宙旅行客を乗せる
場合もありうる。もう１つのコン
フィギュレーションはスペースシ
ャトルと同じ有翼型の形態である
が、搭乗員が乗り込むコンパート
メント部分はリフティングボディ
型と同じである。このことから、
当初はリフティングボディ型で開
発し、その後、有翼型を開発する
というような段階的な開発を行う
可能性があるとみられる。
　クリーペルは全長 10 ｍ、直径
約３ｍ、重量 13 トンで、搭乗員
６名の他に貨物 500kg 程度を積
載可能としている。緊急脱出ロ
ケットは公開された図面ではソ
ユーズ宇宙船と同様に先端部に
設けられているが、別の設計案
としては、重量軽減のため、宇
宙船の後方に取り付けて加速用
の推進エンジンと兼用すること
も考えられている。また打上げ
ロケットは開発コストを節減す
るため、ウクライナのゼニットロ
ケットを使用することになると見
込まれる。
３‐３
欧州宇宙機関加盟国間の
有人宇宙船開発競争
　欧州では、各国独自の国家宇宙
開発プログラムとは別に、欧州宇
宙機関（ESA）が加盟各国の出
資と開発分担による大型宇宙プロ
ジェクトを実施しているが、有人
宇宙飛行については、これまでに
例のない加盟国間の競争が生じて
いる。これは、ESA自身の有人
宇宙飛行計画が予算計上のみであ
り、内容がまだ定まっていないこ
とに起因していると思われる。
4   国際宇宙ステーションへの物資補給船の開発動向蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　ESAの最大の出資国であるフ
ランスとドイツは、自国の宇宙開
発プログラムとして、それぞれ有
人宇宙飛行の技術開発を行ってい
る。フランスはエンジェル／プレ
Ｘという２種類の有人宇宙船を、
ドイツもフェニックス／ホッパー
という２種類の有人宇宙船を開発
中である。両国とも、うまくいけ
ば、自国の有人宇宙船をESAの
プログラムに昇格させたいという
思惑があるものと思われる。
３‐４
中国の有人宇宙飛行
　中国は 2003 年 10月に、神舟５
号の打上げ成功によって、世界で
３番目の有人宇宙船打上げ国と
なった。2005 年９月頃には、搭
乗員２名で数日間にわたる宇宙
飛行を行い、単独宇宙飛行から
２年以内に複数人の宇宙飛行を
実現して最短記録を樹立しよう
としている。かつて、旧ソ連は３
年半、米国は３年を要した。さら
に 2006 年以降は、３名の宇宙飛
行士を搭乗させ、しかも３名のう
ち１名は一般人を搭乗させること
を視野に入れている（2004 年７
月号特集３参照）。
　さらに、有人飛行船を中国独自
の宇宙ステーションとドッキング
する計画もある。2010 年頃には、
独自の宇宙ステーションのモジュ
ールを打ち上げるためのロケット
として、現在開発中の長征５号系
列が使われる可能性がある。
有人打上げ
　ロケット打上げにおいて、ペイロード（積載物）に人間が含まれる場合を特に「有
人打上げ」という。この場合、貨物だけの積載とは異なる要素として、人間を安全に
地上に帰還させる上での信頼性の確保、非常事態における緊急脱出システムの装備、
ロケットの振動や音響などの環境条件を考慮する必要がある。中国では有人宇宙船
「神舟」を打ち上げるため、打上げロケットとして「長征2E」を設計変更して「長征
2F」という新しい型式のロケットを開発した。主な変更点は、制御系の冗長化、故障
の自己診断機能、緊急脱出装置の追加などである。また、4回行われた無人試験機の
段階で宇宙飛行士を模した人形を搭載し、医学的計測の試行や支援作業者の訓練など
を行ったものと思われる。
■用語説明■
４‐１
ロシアの物質補給船
プログレス
　ロシア連邦宇宙局（FSA）は、
2005 年２月 28日、ソユーズＵロ
ケットにより、物資補給船プログ
レスＭ‐52の打上げに成功した。
ISSへの補給ミッションとしては
17 回目の飛行になる。１回の打
上げで輸送できる物資の重量は
約 2.8 トンで、このうち約１トン
は燃料や酸素ガスなどタンクに充
填したもの、その他は搭乗員が取
り扱う実験機材や食糧などの物資
である。米国のスペースシャトル
の打上げ再開時まで、ISSへの補
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給ミッションはプログレスが一手
に引き受けてきたという経緯があ
る。物資補給の遅れのため、ISS
搭乗員が節食を余儀なくされた期
間もあったほどである。プログレ
スは 1978 年の初飛行以来、若干
の改良が施されたが、ソユーズ宇
宙船と同様に原型と比べて大きな
変化はなく、旧ソ連のサリュート
やミールなどの宇宙ステーション
へも補給を行ってきた。今後、プ
ログレスに匹敵する物資補給船が
他の国で開発されて運用に供され
たとしても、実績のあるプログレ
スの役割が終わることは当分ない
と思われる。
４‐２
日本の補給機HTV
　2005 年１月 26日、カナダで開
催された宇宙機関長会議におい
て、スペースシャトル退役後の宇
宙輸送システムについて話し合い
が行われ、JAXAが開発中の宇宙
ステーション補給機（HTV）を
国際宇宙ステーションへの物資輸
送に使用するという形で ISS計画
を支援することが、共同声明２）に
盛り込まれた。これにより、ロシ
アのプログレス物資補給船や後述
の欧州の自動輸送機（ATV）と
並んで、我が国の宇宙輸送システ
ムが実力を発揮する舞台が用意さ
れたということができる。
　HTVは、図表２に示すように
円筒状で、後端（図の右端）が推
進装置や誘導制御機器等、また中
胴部から先がペイロード用の容器
であり、与圧部と非与圧部に分か
れている。積載できる物資は最大
で約６トンである。ISSへドッキ
ングするうえでは、技術試験衛星
Ⅶ型（ETS‐Ⅶ、きく７号）で培
われた無人での自動ランデブ技術
が反映される。日本は負担すべき
ISSの運用経費の代替としてHTV
による物資補給を行うことになっ
ており、ISSの運用期間にわたっ
て、一定割合の物資補給需要があ
るものと期待できる。
４‐３
欧州の自動輸送機ATV
　欧州のATVは 1990 年代から
構想が練られてきた。1995 年 10
月の ESA閣僚級理事会において
ATV開発が決定され、ドイツを
中心に開発が行われてきた。現時
点では、図表３に示すような外観
の「ジュール・ベルヌ」と呼ばれ
る技術実証機の打上げを2006年に
予定している。これまでの開発経
過は必ずしも順調とは言えず、コ
スト超過や技術的な課題などの問
題もあったが、現在は欧州として
他の宇宙関連プロジェクト予算を
圧縮してでも遂行すべき重要な位
置に置かれている。このATVは、
アリアン５型ロケットで打ち上げ
られ、ISS に自動的にランデブ・
ドッキングして、最大６ヶ月間滞
留することを想定している。ISS
の最前部右舷側にある欧州実験モ
ジュール「コロンバス」の実験機
器や食料などの生活物資を、年に
1回程度の頻度で輸送する。打上
げ時に積載可能な物資は約 7.5 ト
ン、廃棄時に搭載する ISSの排出
物は約 6.5 トンとして設計されて
いる。
図表２　HTVの外観３）
Photo by JAXA
図表３　ATV（ジュール・ベルヌ）の
 外観４）
Photo by ESA
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５‐１
米国の発展型使い切り型
ロケット（EELV）
　米国は 1994 年に国家宇宙輸送
政策を発表し、使い切り型ロケッ
トの発展型であるEELVの開発を
国防総省（DoD）が担当すること
になった。開発のベースとなった
機種はアトラスⅡASロケットと
デルタⅡロケットである。
　ロッキード・マーチン社は2003
年にアトラスＶ（ファイブ）型ロ
ケットの初打上げを行い、これま
でに計５回の打上げに成功してい
る。静止トランスファ軌道（GTO）
投入可能重量は、3.8 トンから 8.7
トンに向上した。重量級バージョ
ンはGTO13 トン級以上を目指し
ていたが、現在は開発を中断して
いる。一方、ボーイング社もデル
タⅢでGTO投入可能重量をデル
タⅡの 1.8 トンから 3.8 トンへ向
上させようとした。しかし、デル
タⅢは３回打ち上げて１回しか成
功せず、同社はGTO13 トン級を
目指して並行開発していたデルタ
Ⅳを市場に投入した。中量級のデ
ルタⅣは、2004 年までにGTO３
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トン前後の静止衛星で３回の打上
げに成功し、デルタⅡからの性能
向上という意味では成功した。し
かし、2004 年 12 月に初めて重量
級デルタⅣ（図表４）でGTO６
トン級の実証衛星を打ち上げた際
には、エンジンの早期燃焼停止で
不十分な結果となった。これまで
に発表された資料によれば、液体
酸素供給配管で発生したキャビテ
ーション（気泡）が早期燃焼停止
の原因と見られている。ボーイン
グ社は既に重量級デルタⅣでDoD
の静止早期警戒衛星（DSP）を打
ち上げる準備を始めている。
５‐２
欧州のアリアン５増強型
　欧州では、アリアンスペース
社がアリアンロケットの運用を行
い、世界各国の静止通信衛星の半
数程度を受注している。一方で、
ESAの開発プログラムにおいて
は、アリアン 5E／ ESC‐Ａによ
り GTO投入可能重量 10 トン級
を目指している。2002 年 12 月の
初打上げで、衛星を所定の軌道に
投入することに失敗したが、2005
年２月 12 日、通信衛星等を積載
した同型式のロケットの打上げに
成功し、GTO7.5 トン級の打上げ
能力を実証した。アリアン 5E／
ESC‐Ａは、大型の静止衛星２機
を同時に打ち上げて打上げコスト
を削減することを目指しており、
コストが下がればますます競争力
を高めることになる。
５‐３
国際合弁企業の
洋上打上げシステム
　最近の新しい打上げ方式とし
て、海洋上に射点を設けて打ち上
げる方式が注目される。この方式
は、静止衛星打上げにおいて最も
有利な赤道直下の公海上に射点を
選ぶことができ、ロケットの能力
を最大限利用できるというメリッ
トがある。また、ロケットの整備
は航海中の船内でも行うことがで
きるため、作業時間の短縮効果も
ある。米国･ロシア･ウクライナ・
ノルウェーの４カ国の企業の合弁
で設立された「シ ・ーロンチ社」５）
の船舶とロケットを図表５に示
す。打上げを行う海上構造物は、
海底石油掘削に使用されていた長
さ 130ｍのサブマーシブル型浮遊
構造体で、「オディッセイ」と名
づけられている。
　シー・ロンチ社は 1999 年３月
に性能実証衛星をGTOに打ち上
げて以来、2005 年３月までに計
15 回の打上げを行い、2000 年３
月に中高度円軌道の ICO衛星の
軌道投入に失敗した以外は、計 13
個の衛星の打上げに成功してい
る。軌道投入精度は回を追うごと
に向上しており、当初は 20kmほ
どずれていたが、最近ではほとん
ど誤差がなくなっている。シー・
図表４　重量級デルタⅣ
 の外観
Photo by Boeing
多段式ロケット
　打上げロケットは2段、3段と段数を多くすることで、燃焼
を終えた段を切り離しながら目標とする速度や高度に到達させ
る。この方式を「多段式ロケット」といい、ロシアのツィオル
コフスキーが1929年にその理論を発表した。
　静止衛星を打ち上げるロケットは通常3段式で、静止トラン
スファ軌道（GTO）投入までの推進を担当する。1段目は大気
圏を抜けて宇宙高度まで持ち上げ、第2段は衛星速度に達する
まで加速する。第3段は軌道面を変えてGTOに投入するため
に用いられる。その後は衛星搭載のアポジエンジンにより静止
ドリフト軌道に投入する。
　なお、我が国のＨ‐ⅡＡロケットは 2段式にもかかわらず
GTO への投入ができる。これは、第 2段のエンジン（LE‐
5B）が再着火可能であり、第3段の役割も兼ねることができ
るからである。これは世界に誇りうる高度な技術である。一方、
ロシアのプロトンロケットは4段式である。これは、第4段が
衛星のアポジエンジンに相当し、静止ドリフト軌道投入もロケ
ット側の役目にしているためである。
「静止トランスファ軌道」と「静止ドリフト軌道」
　静止軌道（GEO）は、地球表面からの距離が約35,786km、
軌道傾斜角0°の円軌道である。衛星の周期が23時間 56分
で地球の自転と同期して赤道面上を周回することで衛星が静止
して見える。実際には衛星は時速10,000km以上で飛行して
いる。静止トランスファ軌道（GTO）は近地点約200km、遠
地点約36,000kmの楕円軌道で、周期は12時間程度である。
種子島（北緯30度）から東方向に打ち上げた場合、ロケット
によりGTOに投入された後、衛星側のアポジエンジンで燃料を
大量に消費して静止ドリフト軌道に移行するため、静止化後の
衛星重量はGTO投入時の重量の約半分になる。なお、赤道近辺
から東方向に打ち上げた場合は衛星の燃料消費は少なくて済む
ため、この比率はもっと大きくなる。静止ドリフト軌道はほと
んど静止軌道と同じであるが、わずかな周期の差や微小な軌道
傾斜角などにより静止化していない軌道である。逆に、衛星の
静止位置を変更する目的で、ドリフト（漂流）させるように制
御することもできる。MTSAT‐1R運用開始までGMS‐5（ひ
まわり5号）の代役を務めた米国の気象衛星GOES 9 号は静
止位置が西経105度から東経155度へと変更された。
■用語説明■
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ロンチ社の打上げ作業スケジュー
ルによれば、衛星を組立･指令船
に積み込んでから打上げまでの期
間は約３～４週間であり、このう
ち母港から射場までの航海に１週
間を要する。これまでの打上げ間
隔実績は最短で 53日である。最
近の打上げは 2005 年４月 26日に
西経 154 度の赤道直下で行われ、
その際のペイロードは米国のディ
レクTV社の放送衛星スペースウ
エイ（GTO重量6.1トン）であった。
その直前の打ち上げは３月１日に
行われており、この間の 56日と
いう打上げ間隔は前記の最短記録
に近い。
５‐４
中国の次世代ロケット
　近年、米欧に次いで世界最大級
の重量級ロケットの開発を目指し
ている中国の動向が注目される。
　2003 年 10 月、ドイツのブレー
メンで開催された第 54回国際宇
宙会議（IAC）において、中国の
研究者から新しい長征ロケットに
関する発表６）が行われた。中国の
長征ロケットは、１号から４号ま
では軍事用ミサイルを人工衛星打
上げ用に発展させた設計であり、
燃料に非対称ジメチルヒドラジン
（UDMH）を用いていたため、燃
料の毒性が問題になってきた。併
せて打上げ作業を簡便にすること
や、信頼性を高めることなど、こ
れまでに長征ロケット全体として
80機以上を打ち上げた経験を踏ま
えて、現在は長征５号系列の研究
開発を行っている。
　長征５号は、直径が５m（１
段、２段）、3.35m（１段、２段、３
段）及び 2.25m（１段、２段）の計
７種類の機体モジュールを組み
合わせてシリーズを構成してい
る。直径５mの１段・２段モジュ
ール、3.35mの第３段モジュール
及び 2.25mの第２段モジュールの
エンジンは、液体酸素・液体水素
を推進剤とする推力 50トンのエ
ンジンを２個装備している。その
他の３種類のモジュール（3.35 ｍ
１段・２段及び 2.25m１段）の推
進剤は液体酸素・ケロシンで、推
力 120トンのエンジンを２個装備
する。燃料充填時の第１段モジュ
ールの重量は 173.5 トン（５m）、
144 ト ン（3.35m） 及び 64 ト ン
（2.25m）である。２段式の５mモ
ジュールだけでは低軌道にしか投
入できないが、既存の液酸・液水
エンジンを用いた「HOモジュー
ル」を追加することでGTO投入
が可能になる。長征５号系列のう
ち、最も強力な「504/HO」モデ
ルは、５mモジュールの周囲に４
個の 3.35mモジュールを取り付け
て静止トランスファ軌道投入能力
の目標を 15トンとしており、打
上げ能力としては世界最強となる
可能性がある。
　長征５号はその設計思想からみ
て、小型衛星から重量級衛星まで
ペイロードに応じて自在に輸送能
力を調節できる柔軟性を持ち、か
つ、すべてのエンジンが無公害ま
たは低公害の液体である点が、従
来の長征４号までと異なる特徴で
ある。液体エンジンは燃焼試験を
行ってから使用でき、また、打上
げ時には点火を確認してからリフ
トオフできるので、信頼性の観点
からも望ましい。
　なお、中国は北緯 20度の海南
島に４番目の射場を建設すること
を計画しており、長征５号は海南
島射場から打ち上げられることに
なる可能性がある。
　大韓民国が全
チョルラナムド
羅南道・外
ウ ェ ナ ロ
羅老島
に初の射場を建設する動きと併せ
て、中国の新射場建設の動向も注
目される。
５‐５
インドの使い切り型ロケット
PSLVとGSLV
　インドの宇宙開発を主導するイ
ンド宇宙機関（ISRO）は、1980
図表５　作業中のシー・ロンチ社のロケット
 （ゼニット 3SL）
手前：洋上発射台「オディッセイ」、奥：組立・指令船
Photo by Sea Launch
「射場」と「射点」
　打上げロケットを用いて衛星を打ち
上げるには、ロケットを発射する場所
が必要である。これを「射場」という。
射場では、打上げロケットを発射地点
である「射点」に据えるために、ロケ
ット各段の組立て・点検や衛星及びフ
ェアリングの組立てなどを行い、また
それらを結合する作業を行う。発射時
の打上げ管制を行う施設や監視台など
の設備もある。
■用語説明■
科 学 技 術 動 向　2005年 6月号
26 Science & Technology Trends   June  2005 27
各国の宇宙輸送システム開発動向　̶スペースシャトル退役がもたらす変化̶
　宇宙のある高度へ到達するた
めに必要となるエネルギーはΔＶ
（デルタブイ）、すなわち「増速度」
という数値で表される。図表６は、
高度 10kmから１光年に近い距離
まで飛行するのに要するΔＶをグ
ラフで示したものである７）。
　図表６から、200kmの高度に
到達するのに必要な増速度は約
８km/sであり、静止軌道（GEO）
と月に到達するための増速度はほ
とんど変わりがなく約 12km/s で
あることがわかる。また、火星ま
での距離は月までの距離と比べて
約 200倍、木星・土星までの距離
は数千倍あるが、それらの惑星に
到達するための増速度は意外に小
さいことが分かる。このような深
宇宙への飛行においては、打上げ
ロケットだけでなく探査機に搭載
した推進系もΔＶの一部を担うこ
とになり重要な役割を果たしてい
る。また、惑星探査機の飛行計画
では、ΔＶを節約するために地球
または他の天体の重力を利用して
加速するスイングバイという手法
が用いられる。
　NASAはこれまでに太陽系探査
機として「ユリシーズ」（太陽）、「メ
ッセンジャー」（水星）、「マゼラ
ン」（金星）、「ルナ・プロスペクタ」
（月）、「マーズオブザーバ」（火星）、
「ガリレオ」（木星）、「カッシーニ」
図表６　地球から到達するために必要なエネルギーΔＶ７）
6   月以遠の深宇宙への輸送 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
年に独自の使い切り型ロケット
SLVによりインド初の人工衛星の
打上げに成功し、続いて能力増強
型（ASLV）、極軌道用（PSLV）、
静止軌道用（GSLV）などの打上
げロケットの開発を進めてきた。
1997 年までの打上げにおいては、
SLVで４機中２機、ASLVで 4機
中３機、PSLVで４機中２機が失
敗し、成功率は 41.7％と非常に低
い状況であったが、1999 年以降、
８回連続で静止衛星３機を含む
中量級衛星の打上げに成功してお
り、現在は日本のＨ‐ⅡＡロケッ
トの約半分の打上げ能力を有して
いる。
　インドは 2001 年 に 初めて
GSLVにより静止衛星GSATの打
上げに成功した。インドの実用静
止衛星であるインサットは通信と
気象観測のミッション機器を搭載
している。これまでに 13機のイ
ンサットが欧米のロケットにより
打ち上げられてきたが、今後は自
国のGSLVによる打上げが行われ
るようになる可能性がある。
５‐６
我が国のＨ‐ⅡＡ能力
向上型ロケット
　我が国の基幹ロケットと位置
づけられているＨ‐ⅡＡロケット
はこれまでに７回打ち上げられ、
SRB‐A分離に失敗した６号機を
除いて６回成功している。今後
さらに数回の打上げ成功が続け
ば、Ｈ‐ⅡＡの設計技術は確立で
きたものと見なされて、運用主体
が JAXAから三菱重工業株式会
社（MHI）に移管されることに
なっている。現在は JAXA又は
顧客から委託を受けたロケットシ
ステム社（RSC）が打上げ関連作
業を各宇宙関連企業に委託する形
態になっているが、民間移管後は
MHI が主体となって関連企業の
製品や作業者をとりまとめて打上
げの準備を行い、最終段階の打上
げ管制だけを JAXAに委託する
という形になる。時期的には平成
18 年度契約分からと見込まれる
が、このことによって、我が国で
は打上げロケットの定常運用と新
規開発が明確に区分されることに
なる。
　新規ロケットの開発を担当す
る JAXAは、Ｈ‐ⅡＡ能力向上型
のコンフィギュレーションを種々
検討してきたが、今後は、直径を
４mから５mに拡大し、１段の主
エンジンを２個束ねた形にして、
GTO投入可能重量６トン級を目
指そうとしている。この性能目標
が実現すれば、HTVを低軌道に
打ち上げることができ、また、イ
ンテルサット 10型衛星（GTO5.6
トン）のような世界最大級の通信
衛星を商業的に受注して打ち上げ
ることも可能になる。
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（土星）、「ボイジャー」（太陽系外
飛行中）、「スターダスト」（彗星）
などを打ち上げている。このうち、
カッシーニは 2004 年 12月に土星
の衛星タイタンに最接近し、2005
年１月にはESAが開発した「ホ
イヘンス」をタイタンへ向けて降
下させた。
　旧ソ連では、「ベネラ」（金星）、
「ルナ」（月）、「マルス」（火星）、「ベ
ガ」（彗星）などの深宇宙探査機
が過去に打ち上げられている。
　我が国では、JAXA宇宙科学研
究本部（ISAS）が固体ロケット
（L‐3SⅡやM‐V）により、「は
ごろも」（月）、「のぞみ」（火星）、「す
いせい」（彗星）、「はやぶさ」（小
惑星）などを過去に打ち上げてい
る。「のぞみ」は酸化剤加圧バル
ブ系不調等のため火星到達に失敗
したが、「はやぶさ」は小惑星「イ
トカワ」に順調に接近しており、
2005年中に「イトカワ」から物質
サンプルを取得して帰還する計画
である。このような飛行を行うた
め「はやぶさ」には探査機自身の
推進装置としてイオンエンジンを
用いている。微量とはいえ深宇宙
空間から物質を採集して地球に持
ち帰る、いわゆる「サンプルリタ
ーン」というミッションは、まさ
に宇宙輸送システムのひとつと言
える。
7   再使用型宇宙輸送システム蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　再使用型宇宙輸送システムと
は、打上げロケットの機体を回
収することにより、燃料を再充填
して次の飛行ができるように設計
されたシステムである。再使用型
宇宙輸送システムの基本的な形式
として、単段式（SSTO）と二段
式（TSTO）に大別される。二段
式再使用型宇宙輸送システムの場
合、１段目を通常の航空機とし、
２段目を空中で発射する形態も考
えられる。
　単段式か二段式のいずれかが実
用化されれば、繰り返し運用コス
ト（リカーリング・コスト）は主
に消費する燃料や作業費などだ
けになり、毎回巨額の製造費を
必要とする使い切り型に比べて
打上げコストを大幅に削減でき
ると期待される。特に軌道上に
建設する超大型衛星の資材打上げ
ミッションに対して有効である。
今後化石資源が枯渇していくとい
う人類全体のエネルギー危機の中
で、太陽光発電衛星（SSPS）を
開発することはエネルギー戦略
のひとつである。ただし、その衛
星を打ち上げるための輸送コスト
が莫大であったり、獲得できる電
力以上のエネルギーを開発・運用
のために投入するようでは開発計
画の妥当性がない。スペースシャ
トルが登場した当時は、太陽光発
電衛星の実現が近いと考えられた
が、スペースシャトルの場合は外
部タンク（ET）が使い切り型で
あって完全再使用型ではないこと
や、帰還後の補修に予想外の時間
とコストがかかったため、太陽光
発電衛星の建設計画も急速にしぼ
んでしまった。
　スペースシャトルだけでなく、
これまで各国で試みられた再使用
型宇宙輸送システムの開発は、挑
戦と失敗の連続であった。過去に
各国が行ってきた再使用型宇宙輸
送システム開発プロジェクトの概
況を以下に記す。
盧米国
①  NASAは 1994 年の国家宇宙輸
送政策に基づき、スペースシ
ャトルの後継機として再使用
型宇宙輸送機（RLV）の開発
を担当することになり、リフテ
ィングボディ型の「Ｘ‐33」型
試験機を開発しようとしたが、
複合材タンクの軽量化で思わ
しい結果が得られず、開発を
中止した。
② マクドネル・ダグラス社（当
時）は米国防総省（DoD）の委
託により垂直上昇・垂直着陸型
の「デルタクリッパー」を開発
し、1993 年の初飛行成功以後、
計 10回以上試験飛行を行った
が、1996年の試験飛行で着陸時
に脚の不具合のため転倒し、焼
失した。
盪ロシア
　旧ソ連は 1988 年に「エネルギ
「固体ロケット」と「液体ロケット」
　「固体ロケット」とは、多段式ロケットの各段の推進装置がすべて固体ロケットモー
タで構成された打上げロケット、「液体ロケット」は、液体エンジンで推進する打上げ
ロケットをいう。
　米ソ冷戦時代の宇宙開発競争において、米ソの打上げロケットはほとんどが液体エ
ンジンのみを推進力とする液体ロケットであった。代表的な例として、ロシアのソユ
ーズロケットは1機当たり5組の液体エンジン（燃焼器は20個）が使用されており、
ソ連時代を含め40年間で1,000機以上打ち上げられている。既に運用を終了した
欧州のアリアンⅣ型ロケットの系列では、最大性能の44L型は第1段に8個の液体
エンジンを使用していた。
　我が国では、1955年 4月に東京大学が固体推進剤のペンシルロケットの水平発射
に成功して以来、ISASで全段固体の「Ｋ（カッパ）」「Ｌ（ラムダ）」「Ｍ（ミュー）」
のシリーズが開発されてきた。
■用語説明■
科 学 技 術 動 向　2005年 6月号
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ア」ロケットにより無人宇宙往還
機「ブラン」の打上げ及び回収に
成功したが、その後財政難のため
計画は中止された。
蘯欧州
　ESAはアリアン５型ロケット
で小型の宇宙往還機エルメスを打
ち上げようとしたが、財政面での
制約のため、開発を断念した。
盻日本
　1990 年代に宇宙開発事業団
（NASDA＝当時）と航空宇宙技
術研究所（NAL＝当時）が共同
して、Ｈ‐Ⅱロケットで打ち上げ
て水平着陸で回収する宇宙往還機
（HOPE）の研究開発を行い、関連
して極超音速飛行実験（HYFLEX）
や小型自動着陸実験（ALFLEX）
の飛行試験も行った。HYFLEX
は飛行には成功したが、機体が海
中に没してしまい、回収ができな
かった。このため、再突入後の機
体材料の変化に対する詳細な分析
を行うことができなかった。2003
年には、キリバス共和国･クリス
マス島やスウェーデン・エスレン
ジにおける高速飛行実証（HSFD）
試験で機体を投下して自律飛行で
着陸させる実験を行った。しかし、
HOPEの実機製作も行えないま
ま、このプロジェクトは凍結され
ている。2005 年３月に JAXAが
長期ビジョンを発表し、その中で、
宇宙輸送システムについては基幹
ロケットであるＨ‐ⅡAの運用維
持・発展にとどまらず、再使用型
宇宙輸送システムを開発していく
必要性と方向性について言及して
いる。その基本的な考え方は、小
規模な繰返し運用を行うことによ
り、有人打上げが可能な程度まで
信頼度向上を図るために新たな取
り組みを行うことである８）。
　米国では、アンサリＸプライズ
財団の懸賞を契機に、民間ベース
での有人宇宙飛行競争が活発化し
てきた（2005 年２月号トピック
ス参照）。米国のスペースＸ社は
衛星打上げのみならず、民間の宇
宙ステーション打上げやそこにラ
ンデブ・ドッキングする有人宇宙
船の開発も行おうとしている。こ
のグループには、過去に他の宇宙
関連企業でロケット開発に従事し
た技術者が含まれている模様であ
る。停滞気味の政府計画に先んじ
て、民間の自由な発想から本格的
な再使用型宇宙輸送システムが実
現する可能性もあり、斬新なアイ
ディアに基づく宇宙機の創出が期
待される。
　また、以上に述べてきたような
推進薬を燃焼するロケットとは全
くコンセプトの異なる宇宙輸送シ
ステムとして、「宇宙エレベータ」
の研究が急速に進んでいる（2005
年４月号トピックス参照）。
再使用型宇宙輸送システムのコスト
　再使用型宇宙輸送システムの開発には膨大な資金を必要とする。このような費用をノ
ン・リカーリング・コスト（1回限りの経費）という。これに対し、完成したシステ
ムを用いて打上げを定常的に行うために必要な経費をリカーリング・コスト（繰り返
し経費）という。使い切り型宇宙輸送システムではノン・リカーリング・コストは再
使用型より少なくて済むが、リカーリング・コストは10倍以上もかかると考えられる。
例えば100回の打上げで両者の総コストが等しくなるとすれば、巨大な宇宙構造物
を建造することになる宇宙太陽光発電衛星（SSPS）の部品を200回、300回と繰
り返し打ち上げる再使用型宇宙輸送システムは非常に割安な輸送手段となりうる。
■用語説明■
8   おわりに　―我が国の宇宙輸送システム開発の進め方についての考察― 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　我が国は、宇宙輸送システムと
いう技術領域で、どのような戦略
に基づいて研究開発を行うべきか
を明確にすべき時期にきている。
本レポートで紹介した各国の動向
を勘案したうえで、次のような提
案を行ないたい。
盧国際宇宙ステーション補給機
　（HTV）の実用化
　HTVは、スペースシャトル退
役後の国際宇宙ステーションへの
物資輸送を、一定割合で担える
可能性がある。HTVは打上げ時
には積載物であるが、最終目的地
付近では自らの機能で目的地に到
達し、宇宙輸送の重要な一部分を
担っている。我が国が得意とする
ロボット技術等に基づく独自の自
動ランデブ技術を活用して、まず
は第一にHTVの実用化に注力し、
国際宇宙ステーション計画におけ
るポジションを確保すべきである。
盪中量級使い切り型ロケット技術
　の保持と発展
　商業的な静止衛星の打上げ需要
は年間 20～ 30個しかなく、しか
も米・欧・ロ・中が激しくシェア
を競う中で、Ｈ‐ⅡＡロケットが
受注を勝ち取ることはかなり難し
い。しかしながら、部品点数が28
万点にも及ぶロケットの製造技術
や打上げ運用を維持することは、
材料開発や製造技術など個々の産
業技術における技術発展や継承を
図るうえで、一定の役割を果た
す。また、宇宙実験などを通じて、
ライフサイエンスや環境観測など
他の科学技術分野に対して、「知
の創造」という面で直接的あるい
は間接的に寄与しうる。Ｈ‐ⅡＡ
能力向上型の開発を通じた世界最
高水準の打上げ能力追求だけでな
く、数多く存在する中量級のペイ
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各国の宇宙輸送システム開発動向　̶スペースシャトル退役がもたらす変化̶
ALFLEX Automatic Landing Flight Experimental　「自動着陸試験機（日本）」
ASLV Augmented Satellite Launch Vehicle　「能力増強型衛星打上げロケット（インド）」
ATV Automated Transfer Vehicle　「自動補給機（欧州）」
CEV Crew Exploration Vehicle　「有人探査機（米国）」
DoD Department of Defense　「米国防総省」
DSP Defense Support Program　「国防支援計画（米国のミサイル早期警戒衛星）」
EELV Evolved Expendable Launch Vehicle　「発展型使い切り型ロケット（米国）」
ELV Expendable Launch Vehicle　「使い切り型打上げロケット」
EPA Environmental Protection Agency　「米国環境保護省」
ESA European Space Agency　「欧州宇宙機関」
ET External Tank　「外部タンク（スペースシャトル）」
ETS Engineering Test Satellite　「技術試験衛星（日本）」
FSA Federal Space Agency of Russia　「ロシア宇宙局」
FW  Filament Winding 「フィラメント・ワインディング（複合材料の製作法の1つで、樹脂に含浸させた炭素繊維の束を
型の周囲に巻き付け、硬化処理してさまざまな形状の構造体を形成する方法）」
ロードを高い信頼性かつ自在性を
もって打ち上げられるだけの基幹
ロケット技術を保持することが必
要である。
　考えうる発展の方向性のひとつ
としては、Ｈ‐ⅡＡ能力向上型の
開発において、米国の発展型ロケ
ットや中国の長征５号系列と同様
に、液体エンジンだけで推進系を
構成することが挙げられ、この技
術によって信頼度を向上させるこ
とができると考えられる。もう一
つの方向性は、第２段エンジンの
再々着火により衛星のアポジエン
ジンを用いずに静止ドリフト軌道
に投入する技術の実現を目指すこ
とである。これにより静止衛星の
製造コストが下がるとともに衛星
搭載機器の重量を増やすこともで
き、あるいは複数衛星の同時打上
げにより衛星１機当たりの打上げ
コストが低減できるなど、世界的
に見ても競争力の高い宇宙輸送シ
ステムとなる可能性がある。
蘯再使用型宇宙輸送システムの
　開発を通じた基盤技術の育成
　宇宙太陽光発電衛星の開発に
おいて、獲得できる電力以上のエ
ネルギーを開発･運用のために投
入するようでは開発計画の妥当性
がない。輸送コストを下げると同
時に、衛星の軌道上組立てを省資
源・省エネルギーかつ円滑に行う
ためには、再使用型宇宙輸送シス
テムの開発は避けて通れない。し
かし、過去の各国の失敗の背景に
は、再使用型特有の課題である再
突入時の高温に耐える軽量構造材
料の開発や革新的な推進システム
の開発などの技術面での未成熟さ
がある。これまで「基盤技術の蓄
積」と「繰り返し運用による実証」
とは全く別の課題のように考えら
れていた。しかし、再使用型宇宙
輸送システムの開発においては従
来の使い切り型打上げロケットの
開発とは様相が異なり、繰返し実
証を行う中で信頼性向上や長寿命
化などシステムのタフネスを高め
る基盤技術をはぐくんでいくこと
が可能である。繰返し実証を通じ
て、地に足のついた基盤技術を育
成する体制を整えることにも大き
な意味があると考えられる。
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GEO Geostationary Earth Orbit　「静止軌道（地球表面からの距離が約35,786kmの円軌道）」
GSLV Geostationary Satellite Launch Vehicle　「静止衛星打上げ用ロケット（インド）」
GTO Geostationary Transfer Orbit　「静止トランスファ軌道（近地点約200km、遠地点約36,000kmの楕円軌道）」
HOPE H-2 Orbiting Plane　「宇宙往還機（日本）」
HSFD High Speed Flight Demonstration　「高速飛行実証（日本）」
HTV H-2 Transfer Vehicle　「宇宙ステーション補給機（日本）」
HYFLEX Hypersonic Flight Experimental「極超音速飛行実験（日本）」
IAC  International Astronautical Convention　「国際宇宙会議（国際宇宙連盟（IAF）が毎年開催する全世界の宇宙関係
者の会議。2005年は福岡で開催される）」
ICO Intermediate Circular Orbit　「中高度円軌道」
ISAS  Institute of Space and Astronautical Science　「2003年 9月までは文部省宇宙科学研究所、それ以後は宇宙航
空研究開発機構宇宙科学研究本部」
ISRO Indian Space Research Organization　「インド宇宙研究機関」
ISS International Space Station　「国際宇宙ステーション」
JAXA Japan Aerospace Exploration Agency　「宇宙航空研究開発機構」
KIS Kонтрольно-Испытательная Станция　「RKKエネルギア社の総合試験設備」
 英字表記：Kontrolno-Isptatelnaya Stantsiya　（Complex Integrated Stand）
MHI Mitsubishi Heavy Industry　「三菱重工業株式会社」
MTSAT Multi functional Transport SATellite　「運輸多目的衛星」
NASA National Aeronautic and Space Administration　「米国航空宇宙局」
PSLV Polar Satellite Launch Vehicle　「極軌道衛星打上げ用ロケット（インド）」
RCC Reinforced Carbon-Carbon　「強化炭素複合材」
RFP Request For Proposal　「提案要請（契約相手方を公正に選定する手法の1つ）」
RKK Ракетно- Космицеская Корпорация　「宇宙ロケット会社（ロシア）」
 英字表記　Raketno-Kosmicheskaya Korporatsiya （Rocket Space Corporation）
RLV Reusable Launch Vehicle 「再使用型宇宙往還機（米国）」
RSC Rocket System Corporation　「株式会社ロケットシステム」（http://www.rocketsystem.co.jp）
SRB Solid Rocket Booster　「固体ロケットブースタ」
SSC Shirako Space Consulting（http://www2s.biglobe.ne.jp/̃gshirako/）
SSPS Space Solar Power System　「宇宙太陽光発電衛星」
SSTO Single Stage To Orbit　「単段式再使用型宇宙輸送システム」
STS Space Transportation System　「宇宙輸送システム（スペースシャトルの正式名称）」
TSTO Two Stage To Orbit　「二段式再使用型宇宙輸送システム」
UDMH Unsymmetrical DiMethyl Hydrazine　「非対称ジメチルヒドラジン」
総括ユニット　特別研究員
辻野　照久
科学技術動向研究センター
http://www.nistep.go.jp/
nistep/prof/tsujino.html
蘋
専門は電気工学。旧国鉄で新幹線の運転管
理等に従事した後、旧宇宙開発事業団にお
いて情報システム、世界の宇宙開発動向調
査、知的財産権管理など宇宙技術全般と社
会との接点に関わる業務に従事。現在はフ
ロンティア分野を担当。
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1   ワークショップの全体概要蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　文部科学省科学技術政策研究所
は社団法人日本数学会との共催に
より、５月 10日に虎ノ門パスト
ラルで「数学の将来シナリオを考
える　―数学を基点とする分野横
断型研究の展開に向けて―」のワ
ークショップを開催した。
　本ワークショップの目的は３つ
ある。１つ目は、日本の数学研究
が置かれている状況をきちんと認
識することである。２つ目は、数
学研究が新しい科学技術分野を発
展させるために果たす重要性を考
えることである。さらに３つ目は、
日本の数学のポテンシャルを他分
野に活用する方策を産学官関係者
で討議し、認識を共有することで
ある。
　数学は、例えばひとつの定理
が物理現象の解明に役立てば、経
済現象にも適用できるという具合
に、数学は様々な科学分野の基礎
を支えている。翻って見れば、科
学技術の構造変革をもたらした計
算機の開発や、数理ファイナンス、
複雑系等の学問分野の創造は、数
学研究から端を発している。数学
の成果は、社会を根底から変革す
る可能性を秘めている。
　欧米各国は、このような数学
の特徴を踏まえて、国家として数
学研究を推進している。特に、近
年では数学に対する公的支援とし
て、数学と他分野との研究の連携
や融合を重視している。我が国の
科学技術政策においても、分野間
の連携・融合を推進していく必要
性が増しており、多くの分野の基
礎となる数学は一層重要になるだ
ろう。そこで問題となるのは、数
学研究の推進体制自体が十分なも
のかどうかである。そのために産
学官の関係者同士の対話が必要で
ある。
　ワークショップ当日は、数学関
連の研究者や技術者および行政関
係者など約 80名が集まり、活発
な意見交換が行われた。冒頭の開
催挨拶において、有本科学技術・
学術政策局長は、「科学技術の理
論と実験に加えて新しい方法論と
して、モデリング予測、可視化と
いった数学に基づいた計算科学が
大切になっている」、「行政や政策
としても、数学が今後どうあるべ
きかを検討する必要がある」と問
題意識を述べ、さらに「数学研究
者も積極的に外に出て（他分野の
人と）コミュニケーションを図っ
て欲しい」と要望した。
　次いで、桑原科学技術政策研究
所総務研究官から科学技術政策研
究所の調査による日本の数学研究
の現状が報告された。また、同研
究所で実施した「科学技術の中長
期発展に係る俯瞰的予測調査」（平
成 15～ 16年度科学技術振興調整
費）の中の注目科学技術領域の発
展シナリオ調査「数学の研究発展
と数学教育」の執筆者である、広
中平祐氏およびピーター・フラン
クル氏から、数学の将来展望およ
び数学推進に関する提言が発表さ
れた。
　さらに、大学からは東北大学教
授で前日本数学会理事長の森田康
夫氏、および北大教授の津田一郎
氏、産業界からは中央青山監査法
人の吉田英幸氏、および日立製作
所の宝木和夫氏、生命科学分野か
らは東大教授の高木利久氏、の各
氏から数学研究の重要性や他分野
連携の必要性や問題点について発
表が行われた。また、討論のセッ
ションでは、永野博科学技術政策
研究所長をコーディネーターとし
て、東大教授の儀我美一氏から分
野横断型の数学研究所構想が提案
され、活発な意見交換が行われた。
以下に、発表内容の概要を示す。
ワークショップ報告
ワークショップ
「数学の将来シナリオを考える」
開催報告
伊藤　裕子
ライフサイエンス・医療ユニット
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ワークショップ「数学の将来シナリオを考える」開催報告
２‐１
論文分析
（桑原総務研究官／
科学技術政策研究所）
盧分野別の論文シェア
　ISI 論文データベースを用いて、
各国の分野別の論文産出における
論文シェアのポートフォリオを比
較すると、米国は化学・材料・物
理の論文シェアは低いが、計算機
科学＆数学や生命科学は高い。日
本は、米国で低かった化学・材料・
物理のシェアは非常に高く、数学
のシェアは他の分野に比べるとか
なり低い（図表１）。
　一方、ヨーロッパでは、英国
は臨床医学のシェアが高く、数学
は他の分野と同程度であり、ドイ
ツは物理が突出し、計算機科学＆
数学も決して小さいシェアではな
い。フランスでは計算機科学＆数
学が突出し、他の分野よりシェア
が大きい。中国の論文シェアのポ
ートフォリオは日本に近いが、計
算機科学＆数学は日本のようには
小さくはない。
盪数学と計算機科学の
　論文数の国際比較
　図表２は、ISI 論文データベー
スに収載されている数学と計算機
科学だけの論文実数を並べたもの
である。2003年では、トップの米
国が１年間で 4,000 報であり、フ
ランスが1,700報、中国が1,300報、
ドイツが 1,200 報、イギリスに次
いで日本は 800報である。数学と
計算機科学との論文数のバランス
を見ると、各国で特徴があり、米
国の場合は数学4,000報に対して計
算機科学は3,000報と、４対３。フ
ランス・中国・ドイツでは、３対
１で、計算機科学よりも数学の論
文数が遙かに多い。イギリス・日本・
イタリアでは、数学の論文数は計
算機科学の２倍程度である。韓国
は、数学より計算機科学のウエイ
トが大きい唯一の国である。
　数学と計算機科学は、比較的近
い領域と思われるが、国によって
この２つのバランスのポートフォ
リオも大分違っている。世界で産
出される論文の絶対数では、数学
が１年間で１万 4,000 報に対して
計算機科学は 8,000 報であり、数
学のほうが論文数は多い。
蘯数学分野の日本論文の
　共著相手国
　ISI 論文データベースの分析に
よると、日本人の国際共著率は高
まっている。共著相手として、米
国が 1,700 報の国際共著のうちの
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図表１　各国の論文産出における論文シェアのバランス
（注） このグラフでは、17分野を８つに集約している。基礎生物学は、農学、生物学・生化学、
免疫学、微生物学、分子生物学・遺伝学、神経科学・行動学、薬理学・毒性学、植物・
動物科学の分野を含む。
図表２　数学と計算機科学の国別論文数
国名
数学 計算機科学
2001年 2002年 2003年 2001年 2002年 2003年
アメリカ  4087  4087  4260  2496  2428  3024
フランス  1566  1561  1755  369  388  503
中国  881  908  1309  342  358  469
ドイツ  1127  1119  1222  461  297  502
イギリス  897  892  958  466  428  563
日本  823  671  808  456  387  489
イタリア  718  698  958  466  428  563
カナダ  560  603  699  283  300  426
スペイン  599  580  678  166  167  195
ロシア  609  662  673  83  58  57
韓国  205  194  274  267  292  416
全世界  12978  12593  14082  6905  6608  8146
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700 報で、全体の４割を占める。
20年前からアメリカは共著相手と
して多かったが、ドイツ・フラン
スは安定して200報ぐらいである。
興味深いのは中国、イギリス、あ
るいは韓国であり、以前は日本の
研究者との共著論文は非常に少な
かったが、最近急増している。中
国に関しては、最近は継続的に20
報ぐらいが、日本の論文の共著相
手として出ている。韓国も最近増
えているなど、共著相手国が変化
している。
盻欧米の研究者による
　日本の研究の評価
　欧米研究者から見た日本の研究
活動の調査（全分野）では、「世
界的リーダーである」や「優れて
おり、手堅く、信頼できるもので
ある」と評価された分野がある一
方で、多くの分野で「画期的なも
のが少ない」、「研究の深さが足り
ない」、「新しい概念が生まれてこ
ない」という指摘があった。この
事は、全ての学問の根底にあるは
ずの数学とのコラボレーションが
必ずしもうまくいっていないとい
うことが、１つの理由として考え
られるかもしれない。
２‐２
米国の数学研究支援システム
（伊藤主任研究官／
科学技術政策研究所）
盧米国の数学研究予算の
　配分先の多様性
　米国の政府による数学研究予算
は、ここ 30年間で約２倍に増加
しており、日本円にすると約 400
億円である。この 400億円の予算
の約半分はNSF（全米科学財団）
に配分されており、ここから大学
等にファンディングされている。
もう半分の予算は、生物医学の
最大の研究所であり、かつ生命科
学分野の研究にファンディングを
しているNIHや、エネルギー省、
国防総省など、非常に多様性のあ
る政府組織に配分されている（図
表４）。
盪数学研究を支援する
　米国政府組織
　米国では、エネルギー省・国防
総省・商務省・NIH・NSFなど、様々
な政府機関の中に数学研究にファ
ンディングするための担当部局が
複数ある。部局がないところ、例
図表３　数学分野の日本論文の共著相手国
年 日本論文数 国際共著数
国際共著
率
共著相手国
アメリカ ドイツ フランス カナダ 中国 イギリス イタリア 韓国
1982 505 43 8.5 22 3 5 2 0 1 1 0
1983 502 50 9.6 16 5 11 4 0 5 4 0
1984 473 62 13.1 22 5 10 5 2 5 2 2
1985 568 72 12.7 35 6 7 6 1 5 0 1
1986 350 46 13.1 20 9 1 6 2 2 1 1
1987 329 48 14.6 21 5 3 10 0 2 3 1
1988 513 64 12.5 24 9 11 6 1 3 4 3
1989 329 51 15.5 25 6 5 9 0 1 2 3
1990 328 61 18.6 23 11 8 7 1 5 5 1
1991 412 65 15.8 27 12 4 9 2 8 1 0
1992 367 72 19.6 31 12 9 8 4 5 2 3
1993 360 50 13.9 23 6 3 5 3 3 2 3
1994 379 54 14.2 28 4 11 2 4 3 1 1
1995 329 57 17.3 25 10 12 1 1 3 1 1
1996 419 61 14.6 19 7 9 5 1 4 2 2
1997 405 64 15.8 22 10 6 5 7 2 4 4
1998 562 104 18.5 47 13 8 6 7 7 5 4
1999 567 98 17.3 36 18 8 4 6 9 7 4
2000 700 146 20.9 44 17 19 7 20 14 7 6
2001 823 157 19.1 62 12 21 13 14 6 13 8
2002 671 163 24.3 63 18 15 11 21 11 10 5
2003 808 179 22.2 72 13 14 17 24 11 12 14
合計 10717 1767 16.5 707 211 200 148 121 115 89 67
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えばDARPAにも、継続的な数学研
究プログラムが存在する（図表５）。
　このように、米国の数学の公的
な研究支援は、多額の予算を投資
するだけではなく、多様な数学に
関連した研究の支援を可能にする
ためのシステムが存在し、これが
米国の研究の活性を保持するキー
になっているのではないかと考え
られる。
　これに対し、日本の省庁には数
学研究を支援する担当部署がない
ので、省庁主導での数学研究の支
援に関する政策は立案することは
難しい。
ものである。
　発展シナリオ調査では、調査
テーマを 48テーマ選び、その中
のひとつのテーマが「数学の研究
発展と数学教育」である。シナリ
オ原稿執筆者はコ・ノミネーショ
ン方式で選択した。まず、関連す
る団体、数学の場合は数学に関係
する日本数学会を初め、約 10の
関連学協会あるいは業界団体等か
ら、候補者の推薦を頂いた。次に、
それらの候補者に対して、500 ぐ
らいの団体による投票を行って頂
き、その結果から原稿執筆者を選
出した。
　テーマ「数学の研究発展と数学
教育」では、広中平祐氏とピータ
ー・フランクル氏が原稿執筆者と
して選出された。
３‐２
数学の研究発展と数学教育
（広中平祐氏）
盧数学の特徴と今後の展開
　数学の特徴のひとつは、「無限
大の有限化」である。例えば、有
限群を分類してこれとこれだとは
っきりわかったとか、わからない
ときはどこまでわからないか、あ
るいは無限だと思っていたのがリ
ストアップできるような形になっ
図表４　米国省庁別の数学研究予算（2005 年度）
図表５　数学研究を支援する代表的な米国政府組織
3   数学研究の将来展望　―注目科学技術領域の発展シナリオ調査結果から―蘆蘆蘆蘆蘆
３‐１
発展シナリオ調査とは
（奥和田上席研究官／
科学技術政策研究所）
　発展シナリオ調査は、第３期
の科学技術基本計画策定のために
様々なデータを収集している一環
で行われた予測調査のひとつであ
る。調査全体の目的が予測調査と
いうことで、将来像を見ることに
主眼を置いている。ある特定の領
域の今後 10年から 30年の科学技
術の発展を、ある個人の卓越した
見通しのもとに描いて貰うという
科 学 技 術 動 向　2005年 6月号
34 Science & Technology Trends   June  2005 35
ワークショップ「数学の将来シナリオを考える」開催報告
たとか。フェルマーの問題みたい
に、「実は答えがない」というこ
とをはっきり証明するとか。こう
いうことは、無限の問題なので、
現在のコンピューターでやろうと
しても、できない。コンピュータ
ーの発展は、数学にプラスになっ
ている。将来的には、無限の問題
をコンピューターで処理できるよ
うにすることが数学者の本命だと
考える。
　数学には「非常に難しい側面」
と「非常にやさしい側面」がある。
難しいというのは、答えが見つか
るまで、解答がはっきりするまで
は、全く手がつかない。ところが
一端わかるか、説明されればすぐ
わかる。初等段階のユークリッド
幾何学をするときに、補助線さえ
見つければ答えは明らかだが、補
助線がないと一生懸命考えても、
幾ら考えてもわからない。こう
いう２つの側面が一緒になって
いるというのが、数学の特徴で
ある。この数学の特徴は、暗号
理論や将来的に情報化が進んだ
ときに、非常に役に立つと考え
られる。暗号や暗証番は、使う
べきでない人、使ってはいけな
い人にとっては非常に難しく、使
うべき人にとっては実に簡単で決
して忘れない、というものを理想
とするからである。
　論理学は、厳密性というものを
非常に重視した学問であり、数
学では「数学基礎論」に含まれ
る。この論理学がもっとマニュ
アル的になって実用化するべきだ
と考える。いわば、テーラーメイ
ドの論理学である。世の中には突
発的に起きる事件（出来事）が多
い。もっとひどいのになると革命
とか、恐慌とか、バブルの崩壊と
か、そういう突発的なものをどう
いうふうに見つけていくかが課題
である。そのために、それぞれに
対応した論理学をつくるべきだと
考える。
　抽象化と具体化あるいは具象化
も数学の特徴である。典型的な抽
象化の例は代数学である。それを
表現する典型的な例は、群である。
群の理論というのは非常に抽象的
な概念であるが、一方ではそれを
「物の回転」とか、具体的なもの
に表現していく。そうすることに
よって、群の性質がよりわかって
くる。数学はそういうことを両方
やっている。
盪「数学」というもの
　色々な科学の分野があり、一般
的に縦割りになっている。普通の
科学というのを縦糸とすれば、数
学というのは横糸であるべきであ
る。横糸だからこそ、あまり評価
されない。すぐに何かの役に立つ
のか、と言われるかもしれないが、
数学者は一生懸命横糸をつくって
いる。横糸のない布というのがど
んなものかというのは、想像でき
ると思う。
　数学は歴史的に見れば最初は簡
単に、「数」と「形」という２つ
の柱で進んできたが、17世紀ごろ
からニュートンとかライプニッツ
とかが出てきて、動きに対する、
「変化・変動」に対する数学とい
う３つ目の柱ができた。これが非
常に数学の応用範囲を広げた。つ
まり、数学には「数」と「形」と「動
き」の３つの柱がある。この点は、
小学生の教育から始めて、数学の
教育をしている人の全てが、はっ
きり頭の中に入れておいたほうが
良いと考える。
蘯数学の将来展望としての
　「進化のシミュレーション」
　進化は、卵から生物が生まれて、
成長して死んで、また新しく生
まれてという、サイクルを非常に
長い間何遍も繰り返している。こ
の進化の過程というのは、１つの
発展方程式を解くとか、ゲーム理
論で答えを出すとか、そういう簡
単な問題ではない。無限の繰り返
しが出てくるような非常に長い年
月、何万年という年月をかけて繰
り返してきたことが、答えになっ
て生じてくるということである。
このように背後では何遍も繰り返
すというものがあって、表面には
非常にきれいなもの（生物）が出
てくる。コンピューターが非常に
発展して、やがて量子コンピュー
ターも出てくるだろう。すごいス
ピードのコンピューターを利用し
て、コンピューター科学の人と数
学者が協力すれば、進化のシミュ
レーションができるかもしれない。
３‐３
数学の研究発展と数学教育
（ピーター・フランクル氏）
盧数学の他分野応用の将来
　世界最大の数学者の一人である
カール・フリードリヒ・ガウス氏
は、「ある学問の科学度は、その
中に含まれている数学に比例して
いる」と述べている。20世紀に見
られた現象は、いろいろな学問の
中にどんどん数学が入ってきて、
そして数学を通して、学問が発展
していった。
　数学の最大の応用分野は、ニ
ュートン以来は物理学であり、今
も数学と非常に近い関係を持って
いる。これから 50年間における、
数学の他分野への応用では、生物
への数学の応用が一番目覚ましい
のではないだろうか。
盪数学の発展予想は難しい
　将来どのように数学が発展して
いくのかは、非常に予想し難い。
数学の大きな発見は、時によって
は、その発見により、皆がその研
究に参入し、その方向の研究をす
る。別の発見によっては、逆にこ
の問題はもう完全に解決されたと
なって、その研究への参入は起こ
らない。従って、数学の発展の将
来を予測するのは結構難しい。
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蘯数学の発展に必要なこと
蘆数学の発展は行政しだい
　数学の発展もある程度、行政し
だいである。つまり、行政がどの
程度、数学のために体制を整える
のかである。人材を育成するため
には、あるいは他のことに対して
など、幾らのお金を使うのか、と
いうことである。
蘆 国レベルで数学のコンテストを
実施して欲しい
　算数オリンピックや数学オリン
ピックは、多少ながら文部科学省
の応援も得ているが、ほとんど個
人レベルでやっているので、まだ
規模が小さい。一方、ハンガリー
は、世界で最も数学のコンテスト
の歴史が長く、100 年以上毎年続
いているコンテストがある。現在、
どれだけコンテストがあるのか数
え切れない。市のレベル、区のレ
ベル、県のレベルのコンテストな
ど、いろいろなタイプの全国のコ
ンテストなどがあり、学年別の子
供たちが参加している。
　コンテストで良い成績を修める
と、自分は数学に向いているとか、
数学はおもしろいとか、子供は思
う。賞金はお金ではなく、本や、
数学の問題集などで、それをぱら
ぱら読むことで、子供たちの数学
への愛情がさらに深まっていく。
　従って、文部科学省でも、数学
のコンテストを子供たちのために
やって欲しいと、強く希望する。
蘆 若手数学者の研究環境を整備する
　数学者はかなり早い（若い）段
階で大きな成果を得ることができ
る。このことに関しては日本の研
究機関、大学等は、何も特別には
やっていないようにみえる。大学
の助手は、大体は教授よりも論文
を書き、研究に一生懸命であって、
頭の回転も早い。その助手があま
り研究に没頭できなくて、教授は
いろいろな手伝いをやらせると
か、そういうような状況があるよ
うに思う。
蘆 数学専攻の学生の就職口を増やす
　日本ではそういうのはあまりな
いが、ハンガリーなど幾つかの国
では、大学在学中にも全国の学生
が参加するような論文コンテスト
があり、それに評価されることは
将来の就職などでも有利に働いて
いる。
　また、中国の数学のレベルが上
がって来ている大きな理由は、北
京や上海などに大きな純粋数学の
研究所をつくり、数学の活気を呼
び戻していることにある。大学で
は、数学のための新しい教授のポ
ストを増やしている。
　日本では東京大学を優秀な成
績で卒業したドクターを取った人
でも、就職口が非常に少ないのが
現状である。一生懸命やっても結
局就職につながらないということ
で、日本では数学の活気が続きに
くい状況がある。
蘆 数学の発展のために海外人材を
活用する
　日本は数学の発展のために、外
国の優秀な先生や優秀な学生をた
くさん呼ぶべきだと思う。日本で
勉強した外国人には、日本の大学
などに就職させるなど、外国人研
究者のための就職先を設けること
が、海外から研究者を呼び込むた
めには必要である。
蘆数理解析研究所
　京都の数理解析研究所（のよう
な研究所）を東京にも欲しい。
4   大学における数学研究の現状と将来像蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
４‐１
大学の現状
（森田康夫氏／東北大学教授）
盧数学を発展させるために
　必要なこと
　数学者には、じっくりと考える
時間が必要である。現在は、会議
への出席とか、いろいろな申請書
を書くための時間で数学者の考え
る時間が失われている。数学の場
合には、平均的なプレーヤーを増
やした方が、スタープレーヤーに
集中投資するよりも良いのではな
いかと思う。
盪数学の研究評価
　数学者として、数学にこの研究
が大事かどうかは確実に評価でき
るが、社会に役に立つかどうかは
数学者にはわからない。
　数学者の書く論文は長い。論文
数は少ないが、論文の生命は長い。
数学の雑誌は、大学等が出してい
る紀要が主である。
蘯最近の大学事情
　数学者は教養教育や入学試験も
担当している。最近は、若手の研
究者の義務を減らして、研究に専
念できるように優遇しているとこ
ろも多い。
　大学間の競争が激しくなったた
め、学生のサポートが大事になり、
大学内の費用がかさんでいる。そ
のために、残りのお金が減ってき
ており、どう役に立つか見え難い
基礎科学は、大学内のお金の獲得
に苦労している。また、雑誌の値
段が高騰し、そのために小さな大
学では旅費に割く費用なども不足
している状況である。
　例えば、東北大学の数学研究予
算は、約 8,000 万円であり、1996
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年には雑誌購入に 1,679 万円使用
していたが、2002 年には 3,176 万
円と２倍弱になった。この間に買
っている雑誌の数にはほとんど変
わりがない（図表６）。
　国立大学の小さなところの状
況はさらに厳しい。例えば、新潟
大学には教員が 17人の数学教室
があり、研究費は約 1,300 万円で
ある。その中で雑誌購入費用は約
333 万円である。愛媛大学では、
研究費が 512万円で、それ以外に
雑誌が全学レベルで 943万円分購
入されている。研究費と雑誌購入
費らをグラフにすると、図表７の
ように、顕著な右肩下がりの状態
が示され、研究費に苦労している
ということがわかる。
４‐２
他分野との関わり
（北大の試み）
（津田一郎氏／北海道大学教授）
盧先端研究のための数学センター
　（他分野の問題を知る）
　北大は数年前から「先端研究の
ための数学センター」を数学教室
内につくっている。これはバーチ
ャルセンターであり、ホームペー
ジに案内を出して、現在のところ
は北大内に限っているが、いろい
ろな諸分野の先端で研究している
人の数学上の質問を受けつけてい
る。レベルに差があると非常にや
りにくいので、事前に公開セミナ
ーによりチェックしている。事前
に質問者に公開していいかどうか
を尋ね、公開していい場合には公
開し、数学教室内だけで閉じて欲
しい場合には数学教室内だけで行
っている。質問者にセミナーをや
って貰う、あるいは質問に関連し
た諸分野の研究の現状を話して貰
う。その発表を数学教室のメンバ
ーが聞くことにより、数学者の方
も現在他の分野でどういうことが
問題になっているのかを知ること
ができる。
蘆人材育成としても機能する
　この活動に若手の数学研究者
（大学院生以上）を参加させて、
他分野の重要未解決問題を知って
貰い、諸科学の重要問題に対して
数学的な寄与を行って貰う。ある
いは、そういうことを行えるよう
な数学者として育つということを
期待している。問題発掘型の数学
者というのも、ここから育ってく
ると思う。
蘆質問者における問題点
　質問者の数学知識にかなりばら
つきがあり、中には大学１、２年
生の簡単な微分方程式の知識があ
ればそれで済むのに質問に来ると
いう場合もある。ある程度、質問
者の方にも研究者としてのレベル
を要求したい。
蘆他分野の人に数学者が望むこと
　数学者が他分野とかかわろうと
したときに、数学者の方の負担が
かなり大きい。相当、数学者から
近寄っていかないと、協力関係を
結ぶのが難しい。他分野の方も、
思考基盤としての数学力というの
をもう少しつけて欲しい。日本の
場合はこの点で、欧米諸外国に比
べて非常に劣っている。これは教
育の問題かもしれない。
蘆純粋数学の他分野への活用
　高いレベルにある純粋数学を
どれだけ他の分野に活用できるか
は、これからの大きな課題である。
従って、応用（数学）分野だけへ
の投資というのは、それほど意味
がない、あるいは効果がないと考
えている。また、純粋数学者全員
が他分野と関わるということは、
図表６
図表７
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期待してはいけない。やりたい人
が、やればいいと思う。
盪国際総合理論研究所の構想
　北大では、数学を基点とした国
際総合理論研究所構想を持ってい
る。数学自体を深めて豊かにする
と共に、数学研究を他分野に生か
すということを目標にしている。
つまり、数学研究者と他分野研究
者とで共同研究ができるようなシ
ステムづくりをしていきたい。あ
るいはそういう受け皿をつくりた
い。さらに、他分野と交われる若
手研究者を育成していきたい。
5   産業界および他分野からの数学研究への期待 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
５‐１
産業界における
数学の重要性について
（吉田英幸氏／中央青山監査法人）
　保険会社は確率論をベースに事
業が行われている。17世紀のパス
カルやフェルマーが確率の扉を開
き、不確実性というリスクにどう
対処するのかという取り組みが始
まった。この頃、ヤコブ・ベルヌ
ーイが「大数の法則」を考えつき、
これが人間の社会を不安から解消
するという、生活を守るための保
険制度の社会システムを生み出し
た。このシステムは非常にうまく
機能して、大数の法則が最もよく
機能した社会システムである。
　1762年には、世界最古の保険会
社、エクイタブルソサエティーが
イギリスで設立されたが、240 年
もの歴史を持つ、この世界最古の
保険会社は、2000 年の 12 月に破
綻した。これは年金の支払い保証
リスクという、当時認識されてい
なかったリスクが顕在化した結果
である。
　金融イノベーションにより日々
刻々、新しい技術がつくられてい
る。従って、金融機関の曝される
リスクはどんどん複雑になってく
る。経営者は、こういう状況の中で、
非常に高度な判断を求められる。
リスクには、計量化ができないも
のもあるが、数理的な分析を行う
ことで、直感以上の指針を与える
場合がある。そのため、数理的分
析が非常に重要になってくる。
　どうしたら新しい金融イノベー
ションが生まれるのか。日本に欠
けているのは、金融コンサルタン
トと言われる人が少ないことでは
ないか。ここに、数学科の卒業生
がどんどん参入するようになる
と、また状況が変わってくるので
はないか。
５‐２
産業界からの期待
（情報セキュリティへの応用）
（宝木和夫氏／日立製作所）
　暗号に関しては、安全性解析
について、数学に期待したい。量
子コンピューターができ、コスト
パフォーマンスが数千兆倍の暗号
解読装置ができるかもしれないの
で、NP完全／問題ベースの公開
鍵暗号の構築というのは非常に大
きな課題になる。量子暗号系、量
子原子を使った安全な通信を実現
するプロトコルの設計にも、高度
な数学モデルのリスク、抽象モデ
ルが必要である。暗号に関しては、
国防も絡んでいるので、国産暗号
への期待がある。
　ソフトウエア自身のバグも将来
的に大問題になる。人がつくって
いるソフトウエアはある確率でバ
グがある。しかし、バグがあると
困るというシステムがこれからい
っぱい出てくる。なるべくバグを
減らすためには、数学的な検証が
必要である。
　産業界は、数学を使ってつくる
深めた研究、要素研究などには熱
意が少ない。欧米の企業が投資し
ている基礎研究にもう少し目を向
けないと、これからの情報セキュ
リティの問題には対処し切れない
のではと考えている。提言として
は、大学と企業とのコミュニケー
ションを増やして欲しいというこ
とである。例えば、年に１回、風
光明美な地で、２、３泊、泊まっ
て暗号の学会をやっている。そう
いう場で、大学の先生と企業が懇
親するだけで、事態は改善される
のではないか。
　情報セキュリティの一部、暗号
などの問題は、将来にわたって常
に高度な数学を必要とする。敵は
人間であるので、数学的により高
度化して攻撃を行うことが考えら
れる。それから身を守るために、
数学的により高度化した防御をや
る。これがスパイラルで続くだろ
う。非常に高度な数学を使わない
と対処できない可能性もあり、５
年、10年先を考えると背筋が寒い
状況にある。従って、数学力を蓄
える必要がある。
５‐３
生命科学分野からの
数学への期待
（高木利久氏／東京大学教授）
　1953 年のワトソン・クリック
のDNAの二重らせんの発見以来、
分子の言葉で生命を語るという
ことが行われてきたが、最近は情
報の科学、計算の科学という側面
が非常に強くなってきた。従来は
DNAやタンパク質などの物質を
理解する、つまり、部品を理解す
るという側面が強かったが、今は
その部品と部品の関係がどうなっ
ているのか、その部品と部品を介
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してどういう情報の流れがあり、
どういう制御の流れがあり、ど
ういう情報の変換があるのかとい
うことを理解する方向に来ている
（図表８）。
　当然、生命科学と数学、あるい
は情報科学の両方を理解した人材
が必要であるが、残念ながら、こ
こが最も欠けている。最近、情報
科学の人間はこの分野に入ってく
るようになったが、数学、物理、
あるいは工学（制御工学や計測工
学なども含めて）の人の参入、特
に若い人の参入が必要であるが、
それができていない状況である。
　バイオインフォマティックスに
関して欧米の状況を見ると、100
を超える専攻、学科、教育プログ
ラム、サマースクールなど多数あ
る。情報科学、数学、物理学から
も多数この分野に参入している。
　ヒトゲノムの解析の結果につい
ての『Nature』誌の論文だったと
思うが、90人の著者の内、６人が
数学出身である。また、『バイオ
インフォマティックス』誌のエデ
ィター 19人の内６人が数学出身
である。さらに、バイオインフォ
マティックス分野の一番大きな国
際学会の 25人のボードメンバー
の内、３人が数学出身である。こ
のように、欧米ではバイオインフ
ォマティックスに数学者がいる。
 しかし、日本では、数学からバ
イオインフォマティックス分野に
入っている人はほとんどいない。
大学におけるバイオインフォマテ
ィックスの専攻は、日本全体でも
２つとか３つである。バイオイン
フォマティックス人材養成プログ
ラムがスタートしているが、欧米
に比較すると非常に寂しい状況で
ある。
　生命科学に、新しい数学モデ
ルや情報技術の必要性がある。今
まで開発された情報の技術や数学
は、生命科学の問題にそのまま適
用できるものはほとんどない。生
命科学における複雑な現象を記述
したり、そこから規則性を発見し
たりするための技術はまだできて
いないので、これからぜひ開発し
て貰いたい（図表９）。そのため
には、生命科学者と数学者の共同
プロジェクトが必要である。
図表８　情報科学（数学）を使って生命科学の問題を解く
図表９
6   数学を基点とする分野横断型研究拠点へ向けて 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆 私案　科学技術数学研究機構構想　（儀我美一氏／東大教授）
　数学研究において、それを他分
野に活用するにしても、人とコミ
ュニケーションできるところ、人
の集まる拠点というものが必要だ
と考える。以下に、数学自体を深
めるとともに、科学技術を根源か
ら進展させるための国際研究拠点
の構想を示す。
６‐１
研究所の構想
　研究所の大きな特徴は、常勤研
究者を極力置かないということで
ある。これにより課題にタイムリ
ーに対応できる。運営としては、
３センターの連携を考えている
（図表10）。
盧数学交流センター
　長期滞在者を主体とした「数学
交流センター」を設置する。こ
れは国際公募制によるスペシャ
ルイヤー方式で運営する。毎年
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課題を決めて、世界中から関連
分野の研究者と数学研究者を集
め、集中的に深い議論を通じて、
新領域の展開を目指す。それだけ
ではなく、数学自体を深化させ、
発展させるようなトピックも選ぶ
必要がある。
盪先端研究のための数学センター
　相談を受け付ける機関である
「先端研究のための数学センター」
を設置する。ここでは科学技術研
究者が最先端の研究を進める上で
生じる、数学上の質問（萌芽問題）
を数学者集団が受け付け、調査し、
可能ならば共同で研究する、ある
いは適切な数学者を紹介する。質
問者は、博士レベル以上を対象と
する。このセンターは、数学の他
分野への寄与、数学の新領域の開
拓を目的とする。
蘯数学情報文献センター
　研究者を対象とした、現代数学
の普及を目的とした「数学情報
文献センター」を設置する。図
書室の整備や電子化を通じて、
他分野の研究者が必要とする数
学の研究成果を使いやすい形で
提供する。数学の成果はそのまま
では使い難いので、それに対応す
る様々なシステムをつくる人材も
育てる。例えば、国際学術誌クラ
スの紀要の出版を支援したり、日
本語で書かれた数学書を英訳した
り、滞在研究者に対して素数値計
算などを支援したり、いろいろな
ことが考えられる。このセンター
は、数学に関してのサービスをす
る機関である。
６‐２
構想のねらい
　本研究拠点により、数学を基点
に、さまざまな科学技術分野を理
論的にリードすることが可能にな
る。世界中から様々な研究者を集
めるので、必然的に新しい研究者
集団が形成される。その研究者集
団を育成して、世界へ発信すると
ともに、数学自体を深化させ発展
させることができる。
　数学を媒介に様々な分野に研究
交流が生じ、異なる研究バックグ
ランドを持つ研究者同士で、お互
いに言葉が通じるようになる。さ
らに、研究者の数理的思考力、数
理的コミュニケーション力が向上
する。
　日本からの数学に関する情報
発進力を強化するために、数学研
究を補助し、普及する人材の育成
を目指す。日本の場合、良い研究
をする研究者が居るだけではだめ
で、その研究を普及していく人が
いないとだめである。この点をサ
ポートする必要がある。
図表 10　科学技術数学研究機構構想
7   質疑応答から 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　ワークショップの全体を通し
て、多くの質問およびコメントが
発言された。これらの内から主な
ものを選び下記に示した。
盧半導体産業においての
　数学研究者の重要性
　半導体は今、非常に厳しいとこ
ろに来ている。欧米では、回路設
計などについて数学者とエンジニ
アが日常的に一緒にやっている。
しかし、日本の場合はそうではな
い。半導体という産業は、「ばら
つきとの戦い」の産業であり、今
までは経験と勘で、実験水準を決
めて何とかしのいできたが、これ
からはパラメーターが多過ぎて実
験一つできなくなる。従って、シ
ミュレーションシステムやモデリ
ング技術がないと、これからはも
のがつくれない。また、将来的に、
半導体はベース産業として、バイ
オなど、他分野との融合をやらな
ければならない。単純な機能、プ
ロセッサーとかメモリーというの
は、どこでもつくれるので、これ
は全然産業の競争力がない。そう
いう意味で、よりグレードの高い
ものをやろうとすると、シミュレ
ーション技術やモデリング技術と
いうのが、どうしても必要になり、
非常に困っているので、数学者に
協力をお願いしたい。
（企業人からの意見）
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盪ドクターの学生に対する
　企業のインターンシップ
　ドクターに入った学生は、すべ
てがアカデミックポストにつける
わけではない。企業にいかなけれ
ばならない学生もいる。彼らに社
会で活躍してもらうために、ドク
ターの学生レベルにおいて、企業
でインターンシップ等を受け入れ
て欲しい。そういう大学と企業の
連携などが、研究連携も含めてあ
るのかというのが、非常に大きな
問題になっている。そのための具
体的なシステムは必要である。今
までは、大きな大学も含めて、ド
クターの学生に対する就職支援に
関する具体的な対応はしてこなか
ったと思う。
（大学人からの意見）
　今年度からインターンシップを
開始し、受け入れてくれるところ
を探している。いくつかは見つか
り、１つは保険関係のところで、
あとは電機やソフトなどの企業で
見つけたいと思っているが、こち
らの希望しているものと企業側と
で少し違っており、その辺のすり
合わせをどうするかということが
問題として残っている。
（大学人からの意見）
　インターンとして、数カ月なり、
我々の現場で暗号の解析などに従
事して貰うことは大いに歓迎して
いる。また、そういう制度もある。
（企業人からの意見）
　インターンというか、学生の受
け入れについては、保険会社はよ
く受け入れている。夏休みの間な
ど。マスター課程に在籍している
学生を、時給幾らというような形
で、アルバイトベースで雇って、
それで現場の実務についてもらっ
て経験を積んでもらう等、の形は
とっている。
（企業人からの意見）
　大学から学生を送って、企業で
就業体験をしてもらう。米国では、
学生は夏休みの間に（アメリカで
は夏休みは約３カ月）、様々な企
業である程度給料を貰いながら就
業体験をする。彼らが大学を卒業
するころには、好奇心が広がって
いて、数学科を卒業した人がGM
に勤めて塗装のことをやっていた
り、ボーイングに勤めて、いろい
ろな流体のことで作業をしたりし
ている。このように、学生の好奇
心を広げるように、企業が大学を
助けるべきである。
（数学者からの意見）
蘯小規模なプラットフォーム型の
　数学研究拠点
　大規模な研究所をつくるのにエ
ネルギーを割くよりも、大学が何
校か連合して小さなプラットフォ
ームをつくり、数学者だけじゃな
くて、応用数学の研究者、工学関
連や化学などの他分野の研究者が
集まれるような、小規模なプラッ
トフォーム型の数学研究拠点をつ
くる方が、効果的ではないか。
（行政人からの意見）
　数学の研究者、特に若手の研究
者は、自分の頭の中の色々なアイ
デアを育むための期間、それを育
むための場所、それを育むための
給料など、が必要である。大規模
な研究所が必要なのではなく、（ポ
スドクから助手くらいまでの）若
手研究者の支援のための費用（給
料）が必要である。ある程度の期
間、ある程度の時間は、色々な申
請書類の作成、色々な会議への出
席、教育などに関わらないで、自
分の研究に没頭できることを可能
にすることが重要である。研究場
所は自分で選択でき、滞在費用な
どをサポートするアワード（賞）
などが効果的ではないか。
（数学者からの意見）
　雑用などを軽減し、研究に専念
させるために、秘書的なサポート
をする人や技官みたいな人を多く
雇うべきである。それは任期制で
もいいと思う。
（数学者からの意見）
盻学生の興味を広げる
　学部教育の必要性
　高校までは数学が好きで、数
学を一生懸命やっていて、大学進
学時にいろいろな分野へ入って行
く。ところが大学を卒業する頃に
は、いつの間にか縦割りがしみつ
いていて、そこで伸びなければ、
もう落伍者だというような感覚が
できている。アメリカでは、学部
では数学をやっていて、大学院に
なると急に経済やバイオ、ビジネ
ススクールなど、いろいろなとこ
ろに行く。学部は基礎的な教育を
するが、学生の興味は広げている。
興味を広げ、技術を身につけると
いうことをアメリカの学部教育は
やっている。日本の学部教育は興
味を縮めていると思う。
（数学者からの意見）
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　本ワークショップを契機とし
て、産学官の様々なレベルで、「日
本の数学をどうするのか」につい
ての真剣な議論が起こることが期
待される。
　今回の発表および討論では、産
業界と大学において、お互いの
連携の必要性や重要性を理解しな
がらも、双方の要望・希望（数学
者がやりたい事と、数学者にやら
8   今後の展開 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
せたい事など）が必ずしも一致し
ていないような様子が多々みられ
た。「官」としては、産学連携や
他分野連携を踏まえた、多様な数
学研究や数学研究人材育成の支援
策が急務であると考えられる。分
野横断型の数学研究拠点構想に関
しては、多くの賛同者を得たが、
ひとつの大規模な研究所よりも、
複数の小規模な研究拠点を設置す
ることが効果的ではないかという
意見にも賛同が集まった。
　従って、今後も、「日本の数学
をどうするのか」について、産学
官で意見交換を実施し、問題意識
を喚起することと共に、具体的な
施策につなげて行くことが必要で
ある。
 ライフサイエンス・医療ユニット
伊藤　裕子
科学技術動向研究センター
http://www.nistep.go.jp/
蘋
薬学博士。ヒト染色体の構造・機能などの
研究に従事。現在の専門は科学技術政策お
よび科学史。ライフサイエンス分野の先端
科学の動向、競争的研究資金制度、純粋科
学 (pure science) の科学技術政策に関心
がある。
執　筆　者
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　我が国の科学技術政策は、1996年度から科学技術基本計画に基づいて推進されてい
ます。現在は第２期科学技術基本計画（2000 ～ 2005 年度）が進行中であり、2006 年
度からは第３期科学技術基本計画がスタートする予定です。科学技術政策研究所は、
総合科学技術会議から第３期科学技術基本計画策定のための資料作成を要請され、第1
期及び第 2期基本計画を対象とした「基本計画の達成効果の評価のための調査」、今後
の科学技術の方向性を対象とした「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査」と
いう２つの大きな調査を実施いたしました。
　科学技術動向研究センターは、これら２つの調査に含まれる以下の各調査を担当し
ました。各報告書および概要版は、科学技術政策研究所のホームページに掲載されて
います。
NISTEP REPORT No. 89，90，93～ 99
http://www.nistep.go.jp/achiev/abs/jpn/rep099j/rep099aj.html
　「科学技術動向」では、次号７月号から５回にわたり、以下の各調査の概要を紹
介していきます。
第３期科学技術基本計画策定のための資料として科学技術動向研究センターが担当した調査
日本の科学技術の
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